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三菱マテリアル株式会社(以下「分割会社」といいます。)とC統合準備株式会社(以下

「承継会社」といいます。)とは、2022年4月1日を効力発生日として分割会社のセメント

事業及びその関連事業等を承継会社に承継させる吸収分割(以下「本吸収分割」といいま

す。)を行う旨の吸収分割契約を、2021年5月14日に締結しました。本吸収分割を行うに際

して、分割会社が会社法第782条第1項及び会社法施行規則第183条により、承継会社が会社

法第794条第1項及び会社法施行規則第192条により開示すべき事項は、以下のとおりです。

東京都千代田区丸の内三丁目2番3号

三菱マテリアル株式会ネ

執行役社長小野直

吸収分割に係る事前開示書面

2021年6月7日

東京都千代田区内幸町二丁目1番1号

吸収分割契約の内容

吸収分割契約の内容は、別紙1のとおりです。

2.分割対価の定めの相当性に関する事項

①対価の総数に関する事項

分割会社及び宇部興産株式会社(以下「宇部興産」といいます。)は、両社が50%ずつ

出資の上で承継会社を設立し、両社の国内・海外のセメント事業及び生コンクリート事業、

石灰石資源事業、エネルギー・環境関連事業、建材事業その他の関連事業(以下「本承継

対象事業」といいます。また、分割会社の対象事業を「分割会社対象事業」、宇部興産の

対象事業を「宇部興産対象事業」といいます。)を承継会社に承継させる吸収分割(宇部

興産による吸収分割を以下「宇部興産吸収分割」といい、本吸収分割と宇部興産吸収分割

を併せて「本共同吸収分割」といいます。)等による、本承継対象事業の統合(以下「本

統合」といいます。)を企図しており、本吸収分割は、本統合の一環として行われるもの

であります。

承継会社は、本吸収分割に際して普通株式450株を新たに発行し、その全部を分割会社

に割当てます。また、宇部興産吸収分割に際しても、分割会社への割当てと同数の普通株

式450株を新たに発行し、その全部を宇部興産に割当てます。この結果、承継会社は、本

C統合準備株式会社《住.
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共同吸収分割に際して普通株式 900 株を新たに発行することになり、本共同吸収分割に

際して、分割会社に割当て交付される承継会社の普通株式を１とした場合に、宇部興産に

対して割当て交付される承継会社の普通株式の比率は１（以下「本合意株式割当比率」と

いいます。）となり、承継会社における分割会社及び宇部興産の持株比率は両社 50％のま

ま変更はありません。 

分割会社及び宇部興産は、各々の対象事業についての各々の事業計画の確認及び精査

を踏まえ、本共同吸収分割に際して、分割会社及び宇部興産に対して割当て交付される承

継会社の普通株式の比率の決定にあたり、分割会社はメリルリンチ日本証券株式会社（現

BofA 証券株式会社。以下「BofA」といいます。）を両社から独立した財務アドバイザーと

して選定し本共同吸収分割における株式割当比率に関する財務分析を依頼し、宇部興産

はゴールドマン・サックス証券株式会社（以下「ゴールドマン・サックス」といいます。）

を両社から独立した財務アドバイザーとして選定し本共同吸収分割における宇部興産対

象事業及び承継会社の株式価値に関する財務分析を依頼いたしました。分割会社及び宇

部興産は、上記各事業計画の確認及び精査、それぞれの財務アドバイザーによる財務分析

内容、本統合の戦略的意義及び期待される統合効果、両社の財務の状況、事業若しくは資

産の状況、将来の見通し等の要因等を総合的に勘案し、両社で株式割当比率について慎重

に交渉・協議を重ねた結果、分割会社及び宇部興産は、承継会社の新株の割当に関して、

上記のとおり合意しており、その内容は相当であると判断しております。なお、本決定に

あたり、分割会社及び宇部興産は、各々の財務アドバイザーから 2020 年９月 29日付の算

定書を受領しております。 

（注 1）BofA から受領した 2020 年９月 29 日付の算定書（以下「BofA 算定書」といいます。）は、分

割会社の指示のもと、分割会社の取締役会が本共同吸収分割について検討することに関連し、作成さ

れたものです。BofA 算定書は、分割会社の指示のもと、公開されている情報又は分割会社若しくは宇

部興産より BofA に対して提供された情報に基づき作成されたものです。 

BofA 算定書は、かかる財務その他の情報及びデータについての BofA による独自の検証は行われてお

らず、それらが正確かつ完全であることが前提とされ、かつその正確性及び完全性に依拠して作成さ

れたものであり、また当該情報又はデータがいかなる重要な点においても不正確となる又は誤解を招

くおそれのあるものとなるような事実又は状況を認識していないという分割会社及び宇部興産の経

営陣の表明に依拠して作成されています。 

BofA 算定書は、その作成にあたって分割会社及び分割会社対象事業の経営陣が作成し提供した分割会

社対象事業に関する財務予測、宇部興産及び宇部興産対象事業の経営陣が作成し提供した宇部興産対

象事業に関する財務予測（以下「宇部興産予測」といいます。）並びに分割会社及び分割会社対象事業

の経営陣により修正が加えられた修正版の宇部興産予測について、それが分割会社対象事業の将来の

業績及びその他の事項に関する分割会社及び分割会社対象事業の経営陣による BofA 算定書作成時点

で入手可能な最善の予測と誠実な判断を反映し、合理的に作成されたものである旨並びに分割会社対

象事業及びその他の事項について評価するにあたっての合理的な基礎となることを前提としており



ます。BofA 算定書は、本承継対象事業の属する市場における地政学的な条件及びマクロ経済の条件そ

の他の諸条件の本承継対象事業に対する潜在的な影響、本承継対象事業の属する業界における市場動

向及び競争環境その他の動向及び見通し、当該業界に関連若しくは影響する政治上、規制上及び法制

度上の事項、並びに本承継対象事業に関する既存及び将来の契約及び取り決め、及び、本承継対象事

業の重要な従業員、サプライヤー及びその他の事業上の関係を誘引し、維持しかつ／又は代替する能

力に関して、分割会社の指示に従い、分割会社の経営陣の評価に依拠しております。BofA 算定書は、

分割会社の指示に従い、かかる事項に関して、いかなる点においても BofA 算定書に対して何らかの

有意性をもつような変動がないことを前提として作成されています。 

BofA 算定書は、分割会社の指示に従い、本共同吸収分割が重要な条件又は合意事項を放棄、修正又は

改訂することなくその条件に従いかつ適用ある全ての法令、書類及びその他の要件を遵守して完了さ

れること、並びに本共同吸収分割に必要な政府、当局その他の認可、承認、免除及び免責を得る過程

において、分割会社、宇部興産及び本承継対象事業又は本共同吸収分割が予定している利益に悪影響

を及ぼすような、又はその他 BofA 算定書に何らかの有意性をもつような、遅延、制限、制約又は条件

が課されること若しくは発生すること（排除措置又は変更措置が課されることを含みます。）がないこ

とを前提として作成されています。BofA 算定書は、本共同吸収分割において想定される承継又はその

他の取引の十分性又はその影響に関する意見又は見解を表明するものではなく、また、分割会社の指

示に従い、本承継対象事業の運営に必要な全ての資産、財産及び権利を承継会社が取得しこれを維持

すること、かつ承継会社は本承継対象事業から除外されることが想定されている負債又は義務につい

て、直接又は間接に何ら引き受けずまた負わないことを前提としています。さらに、BofA 算定書は、

分割会社の指示に従い、本共同吸収分割を含む本承継対象事業の統合契約（以下「本統合契約」とい

います。）の最終締結版が、BofA が検討した、2020 年 9 月 28 日に提供された締結用本統合契約とい

かなる重要な点においても相違しないことを前提として作成されています。 

分割会社は、本共同吸収分割に関して独立の財務アドバイザーとして選定した BofA の提供するサー

ビスに対し手数料（その主要な部分が本共同吸収分割の完了を条件とします。）を支払います。また、

分割会社は、BofA の実費を負担すること、及び BofA の関与から発生する一定の責任について BofA に

補償することを合意しています。 

BofA 算定書は、分割会社の取締役会が（当該立場において）本共同吸収分割の検討において使用する

ためにその便宜のために作成されたものです。BofA 算定書は、分割会社の取締役会以外のいかなる者

に対しても、その便宜のために作成されたものではなく、かつ、いかなる権利又は救済手段を付与す

るものでもありません。 

BofA 算定書は、必然的に、BofA 算定書の日付現在の金融、経済、為替、市場その他の条件及び情勢を

前提としており、かつ、BofA 算定書の日付以降に発生する事象が BofA 算定書の内容に影響を与える

可能性がありますが、分割会社は、BofA が BofA 算定書を更新、改訂又は再確認する義務を負うもの

でないことを了解しています。 

BofA 算定書は、分割会社の取締役会が本共同吸収分割を検討するに際して考慮される多くの要因の一

つにすぎず、分割会社の取締役会又は経営陣の本合意株式割当比率その他についての見解を決定付け



る要因と解釈されてはなりません。 

（注 2）ゴールドマン・サックスのアドバイザリー・サービス及び宇部興産がゴールドマン・サック

スから 2020 年９月 29 日付で受領した算定書（以下「GS 算定書」といいます。）は、宇部興産の取締

役会が本統合を検討するにあたっての情報提供及びかかる検討の補佐のみを目的として提供された

ものです。GS 算定書は、宇部興産株式の保有者が本統合に賛成すべきか否か又はその他のいかなる事

項についても何らの推奨を行うものではありません。ゴールドマン・サックスは、宇部興産及び分割

会社の間の 2020 年９月 29 日付統合契約書（以下「本統合契約書」といいます。）又は本統合に関する

その他のいかなる条件又は側面、あるいは本統合契約書において企図され又は本統合に関連して合意

又は修正されるその他の合意又は法律文書に関するいかなる条件又は側面（本統合契約書に基づき宇

部興産対象事業の拠出と関連して宇部興産に割り当てられる承継会社の全経済的持分の 50％に相当

する承継会社普通株式（以下「宇部興産本統合受取対価」といいます。）の割当比率、宇部興産又は承

継会社において継続する義務、宇部興産のその他の種類の証券の保有者、宇部興産の債権者又はその

他の関係者にとっての本統合の公正性、及びこれらの者が本統合に関連して受け取った対価の公正性

を含みます。）についても、意見又は考察を述べるものではなく、また、ゴールドマン・サックスは、

本統合契約書に基づき宇部興産対象事業の拠出と関連して宇部興産が受け取る宇部興産本統合受取

対価に関連するか否かを問わず、宇部興産、承継会社又は宇部興産対象事業の役員、取締役、従業員

等に対して本統合に関連して支払われる報酬の金額や性質の公正性又はこれらの者の階級について

の見解を示すものではありません。GS 算定書は、必然的に、2020 年 9 月 28 日における経済環境、金

融環境、市場環境及びその他の状況、並びに当該日時点においてゴールドマン・サックスに提供され

た情報のみに基づいており、ゴールドマン・サックスは、当該日以降に発生するいかなる事情、変化

又は事由に基づいても、GS 算定書を更新し、改訂し又は再確認する責任を負うものではありません。

また、そのような更新、改訂又は再確認はこれまで行われておりません。したがって、GS 算定書は 2020

年 9 月 28 日時点までの事情及び市場環境のみを踏まえて考慮されるべきものとなります。特に明記

されている場合を除き、GS 算定書において使用されている定量的情報のうち市場データに基づくもの

は、2020 年 9 月 25 日以前の市場データに基づいており、必ずしも現在の市場の状況を示すものでは

ありません。 

 

ゴールドマン・サックスが、GS 算定書を作成するにあたっての前提条件、手続、考慮事項及び制約事

項の詳細に関する追加情報は以下のとおりです。 

 

ゴールドマン・サックス及びその関係会社（以下「ゴールドマン・サックス・グループ」といいます。）

は、様々な個人及び法人顧客のために、アドバイザリー、証券引受及びファイナンス、自己勘定投資、

セールス・トレーディング、リサーチ、投資顧問その他の金融及び非金融の業務及びサービスに従事

しています。ゴールドマン・サックス・グループ及びその従業員、並びにこれらが管理する又は（共

同若しくは単独で）投資若しくはその他の経済的持分を有するファンドその他の事業体が、宇部興産、

分割会社及び承継会社を含むそのいずれかの関係会社並びに第三者の証券、デリバティブ、ローン、



コモディティ、通貨、クレジット・デフォルト・スワップその他の金融商品、又は本統合に係るいず

れかの通貨及びコモディティにつき、常時、売買し、買い持ち若しくは売り持ちのポジションを取り、

これらのポジションに対する議決権を行使し、又は投資する場合があります。ゴールドマン・サック

スは、本統合に関し宇部興産の財務アドバイザーを務め、本統合の交渉に一定の関与をしました。ゴ

ールドマン・サックスは、本統合に関するゴールドマン・サックスのサービスに対して報酬を受領す

る予定であるほか（報酬の大半は本統合の実行を条件としております。）、宇部興産は、ゴールドマン・

サックスが要した一定の実費を負担すること、及び財務アドバイザー業務に起因する一定の債務を補

償することに同意しています。また、ゴールドマン・サックス・グループは、将来、宇部興産、分割

会社、承継会社及びそれらの関係会社に対して、財務アドバイザリー及び／又は証券引受業務を提供

する可能性があり、ゴールドマン・サックス・グループの投資銀行部門はそれらのサービスに関して

報酬を受領する可能性があります。 

 

GS 算定書を作成するにあたり、ゴールドマン・サックスは、本統合契約書、宇部興産の 2020 年 3 月

31 日に終了する 5 事業年度の有価証券報告書、宇部興産の四半期報告書、その他の宇部興産による株

主に対する一定のコミュニケーション、宇部興産に関する一般に公開されている一定のアナリスト・

リサーチ・レポート、2020 年 3 月 31 日に終了する 3 事業年度の宇部興産対象事業の未監査の財務諸

表、宇部興産の経営陣によって予測・作成され、ゴールドマン・サックスの使用につき宇部興産の了

承を得た本統合によって生じる営業活動によるシナジー予測（以下「本シナジー予測」といいます。）

を含む、宇部興産の経営陣により作成され、ゴールドマン・サックスの使用につき宇部興産の了承を

得た宇部興産対象事業及び承継会社に対する内部の財務分析、財務予測（以下「本財務予測」といい

ます。）等、分割会社の 2020 年 3 月 31 日に終了する 5 事業年度の有価証券報告書、分割会社の四半

期報告書、その他の分割会社による株主に対する一定のコミュニケーション、分割会社に関する一般

に公開されている一定のアナリスト・リサーチ・レポート、2020 年 3 月 31 日に終了する 3 事業年度

の分割会社対象事業の未監査の財務諸表、宇部興産の経営陣により作成され、ゴールドマン・サック

スの使用につき宇部興産の了承を得た宇部興産のセメント及び関連事業に関して承継会社が引き継

ぐ宇部興産の直接的又は間接的な資産及び債務の推定調整金額（宇部興産調整額）、宇部興産の経営陣

により作成され、ゴールドマン・サックスの使用につき宇部興産の了承を得た分割会社のセメント及

び関連事業に関して承継会社が引き継ぐ分割会社の直接的又は間接的な資産及び債務の推定調整金

額（分割会社調整額）（宇部興産調整額及び分割会社調整額を総称して「宇部興産推定調整額」といい

ます。）について検討しました。また、ゴールドマン・サックスは、本統合の戦略的意義及び享受する

ことが期待されている利益についての宇部興産の評価、過去及び現在の事業・財務状況及び将来の見

通しについて、宇部興産の経営陣と協議をしました。さらに、ゴールドマン・サックスは、承継会社

及び宇部興産対象事業の財務情報を他の一定の公開会社の類似の財務及び株式市場における情報と

比較し、ゴールドマン・サックスが適切と思料するその他の調査と分析を実施し、その他の要因を考

慮しました。 

 



財務分析の実施及び GS 算定書の作成にあたり、ゴールドマン・サックスは、ゴールドマン・サックス

に対して提供され、ゴールドマン・サックスが聴取し、又はゴールドマン・サックスが検討した財務、

法務、規制、税務、会計その他に関する情報全ての正確性及び完全性について、宇部興産の同意に基

づき、これに依拠し、またこれを前提としており、何ら独自の検証を行う責任を負うものではありま

せん。ゴールドマン・サックスは、宇部興産の同意に基づき、本シナジー予測を含む本財務予測及び

宇部興産推定調整額が、宇部興産の経営陣による現時点で得られる最善の予測及び判断に基づき合理

的に作成されたものであることを前提としています。ゴールドマン・サックスは、宇部興産、宇部興

産の子会社、宇部興産対象事業、分割会社対象事業又は承継会社の資産及び負債（偶発的なもの、派

生的なもの又は貸借対照表に計上されていない資産及び負債を含みます。）について独自の評価又は

鑑定を行っておらず、かかる評価書又は鑑定書も入手していません。ゴールドマン・サックスは、本

統合を完了するために必要な全ての政府、監督機関その他の許認可が宇部興産、分割会社、宇部興産

対象事業、分割会社対象事業、承継会社又は本統合から予期される利益に対して（ゴールドマン・サ

ックスの分析に何らかの有意な影響を及ぼす）重大な悪影響を生じさせることなく取得されることを

前提としています。また、ゴールドマン・サックスは、本統合は、本統合契約書に規定された取引条

件に基づいて完了し、ゴールドマン・サックスの分析に何らかの有意な影響を及ぼす取引条件の放棄

又は修正がないことを前提としています。 

 

GS 算定書は、本統合を行うに際しての宇部興産の経営上の意思決定や宇部興産がとり得る他の戦略的

手段と比較した場合における本統合の利点について見解を述べるものではありません。また、法務、

規制、税務又は会計に関する事項についていかなる見解を述べるものでもありません。ゴールドマン・

サックスは、宇部興産及び分割会社の普通株式のいかなる将来の時点での取引価格についても、債券、

金融及び株式市場における変動が宇部興産、承継会社、宇部興産対象事業、分割会社、分割会社対象

事業又は本統合にもたらす潜在的な影響についても、本統合が宇部興産、承継会社、宇部興産対象事

業、分割会社又は分割会社対象事業の支払能力や存続能力、期限の到来した債務の弁済能力に対して

与える影響についても一切意見を述べるものではありません。GS 算定書は、必然的に、当該日時点に

おける経済環境、金融環境、市場環境及びその他の状況、並びに当該日時点においてゴールドマン・

サックスに提供された情報のみに基づいており、ゴールドマン・サックスは、当該日以降に発生する

いかなる事情、変化又は事由に基づいても、GS 算定書を更新し、改訂し又は再確認する責任を負うも

のではありません。GS 算定書の一部を抽出し又は要約して言及することは必ずしも適切ではありませ

ん。GS 算定書を全体として考慮することなく一部又はその要約を選択することは、GS 算定書が依拠

するプロセスについての不完全な理解をもたらすおそれがあります。ゴールドマン・サックスはいず

れの要素又は実施したいずれの分析に対しても特に重点的に依拠をするものではありません。 

 

(2)本吸収分割により増加する承継会社の資本金及び準備金等の額に関する事項 

本吸収分割により増加する承継会社の資本金及び準備金の額は次のとおりです。本吸

収分割後における承継会社の事業内容及び分割会社から承継する権利義務等に照らし



て、相当であると判断しております。 

・資本金           249億7,500万円 

・資本準備金          ０円 

・利益準備金          ０円 

 

３．分割会社についての次に掲げる事項 

(1)分割会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙２のとおりです。 

(2)臨時計算書類等があるときは、当該臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

(3)分割会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その

他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．承継会社についての次に掲げる事項 

(1)承継会社の成立の日における貸借対照表の内容 

承継会社は2021年４月14日に設立された会社であるため、確定した最終事業年度は存

在しません。会社成立の日における貸借対照表の内容は次のとおりです。 

（単位：円） 

科目 金額 科目 金額 

資産の部 

現金及び預金 

 

100,000,000 

負債の部 

負債合計 

 

― 

純資産の部 

資本金 

資本準備金 

 

50,000,000 

50,000,000 

資産合計 100,000,000 負債・純資産合計 100,000,000 

 

(2)承継会社の成立の日後を臨時決算日とする当該臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

(3)承継会社の成立の日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財

産の状況に重要な影響を与える事象に関する事項 

承継会社は、2021年５月14日、宇部興産との間で、2022年４月１日を効力発生日とし

て、宇部興産吸収分割に係る吸収分割契約を締結しました。宇部興産吸収分割により承

継会社が宇部興産から承継する資産の額は307,234百万円（2022年３月31日見込み）であ

り、負債の額は122,694百万円（2022年３月31日見込み）です。 

承継会社は、2021年５月17日、宇部三菱セメント株式会社との間で、2022年４月１日



を効力発生日として、吸収合併契約を締結しました。本吸収合併により承継会社は宇部

三菱セメント株式会社からその権利義務の一切を承継いたします。なお、本吸収合併に

より承継する資産の額は79,367百万円（2022年３月31日見込み）であり、負債の額は

61,466百万円（2022年３月31日見込み）です。 

 

５.分割会社及び承継会社の債務の履行の見込みに関する事項 

(1)分割会社について 

分割会社の 2021 年 3 月 31 日現在の貸借対照表における資産の額は 2,035,546 百万円、

負債の額は 1,421,151 百万円であり資産の額が負債の額を上回っており、同日から現在ま

で、これらの額に重大な変動は生じておりません。 

本吸収分割により分割会社が承継会社に対して移転する資産の額は 349,447 百万円、負

債の額は 153,652 百万円となる見込みであり、本吸収分割の効力発生日後の分割会社の資

産の額も、負債の額を上回ることが見込まれます。 

また、本吸収分割の効力発生日以後における分割会社の債務の履行に支障を及ぼす事情

の発生及びその可能性は現在のところ認識されておらず、当該効力発生日以後においても、

分割会社の資産の額は負債の額を十分に上回ることが見込まれており、分割会社が負担す

べき債務については、履行の見込みに問題ないものと判断しております。 

(2)承継会社について 

承継会社の成立の日の貸借対照表における資産の額は 100 百万円、負債の額は 0円であ

り資産の額が負債の額を上回っており、その後同日から現在までこれらの額に重大な変動

は生じておりません。 

本吸収分割により承継会社が分割会社から承継する資産の額は 349,447 百万円、負債の

額は 153,652 百万円となる見込みであり、本吸収分割の効力発生日後の承継会社の資産の

額も、負債の額を上回ることが見込まれます。 

また、本吸収分割の効力発生日以後における承継会社の債務の履行に支障を及ぼす事情

の発生及びその可能性は現在のところ認識されておらず、当該効力発生日以後においても、

承継会社の資産の額は負債の額を十分に上回ることが見込まれており、承継会社が負担す

べき債務については、履行の見込みに問題ないものと判断しております。 

 

以上 

  



別 紙 1  

 

吸収分割契約書（写） 

 

三菱マテリアル株式会社（以下「甲」という。）とＣ統合準備株式会社（以下「乙」とい

う。）は、別添 1「承継対象事業」に定める甲のセメント事業カンパニーに属するセメント

事業、生コンクリート事業、石炭事業、建材・鉱産品事業及び土木・建築事業、並びに北海

道、福岡県、佐賀県及び長崎県に所在する旧炭鉱跡地に関する資産（以下「承継対象事業」

という。）に属する権利義務を乙に承継させること（以下「本吸収分割」という。）について、

以下のとおり吸収分割契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

第１条（吸収分割の方法） 

１. 甲は、本契約の定めるところに従い、吸収分割の方法により承継対象事業に関する第

3 条所定の権利義務を乙に承継させ、乙はこれを承継する。 

２. 本吸収分割における吸収分割会社及び吸収分割承継会社は、それぞれ以下のとおり

とする。 

（1）吸収分割会社：甲 

商号  三菱マテリアル株式会社 

住所  東京都千代田区丸の内三丁目 2番 3号 

（2）吸収分割承継会社：乙 

商号  Ｃ統合準備株式会社 

住所  東京都千代田区内幸町二丁目 1番 1号 

 

第２条（効力発生日） 

本吸収分割の効力発生日（以下「本効力発生日」という。）は、2022 年４月１日とす

る。但し、本吸収分割に係る手続の進行上の必要性その他の事由により必要ある場合

は甲乙協議し合意の上、これを変更することができるものとする。 

 

第３条（承継する権利義務） 

１. 乙が本吸収分割により甲から承継する権利義務（以下「承継対象権利義務」という。）

は、本効力発生日における承継対象事業に属する別添 2「承継対象権利義務明細表」

に記載のものとする。なお、適用のある法令において許容される限りにおいて、本効

力発生日の前日までに官公庁、司法機関、捜査機関等の公的機関に係属中の法的手

続、訴訟、仲裁、調停又は裁判外紛争処理手続（アスベストに関するものを除く。）

についても、甲から乙に承継されるものとする。 

２. 甲から乙に対する債務の承継は、免責的債務引受の方法による。 



 

第４条（分割対価の交付） 

乙は、本吸収分割に際して、その普通株式 450 株を発行し、その全てを承継対象権利

義務の対価として甲に割り当てる。 

 

第５条（乙の資本金及び準備金） 

本吸収分割により増額する乙の資本金及び準備金の額は、以下のとおりとする。 

（1）資本金  24,975,000,000 円 

（2）資本準備金 0 円 

（3）利益準備金 0 円 

 

第６条（分割承認決議） 

１. 甲は、本効力発生日の前日までに、株主総会の決議による本契約の承認を得るものと

する。 

２. 乙は、本効力発生日の前日までに、株主総会の決議（会社法第 319 条第 1 項に基づ

き、株主総会の決議があったものとみなされる場合を含む。）による本契約の承認を

得るものとする。 

 

第７条（会社財産の管理） 

本契約締結後、本効力発生日に至るまで、甲は善良なる管理者の注意をもって承継対

象事業に係る業務の執行及び財産の管理運営を行うものとし、承継対象事業に係る

財産又は権利義務に重大な影響を及ぼす行為については、あらかじめ乙と協議の上、

乙の承認を得てこれを行うものとする。また乙は善良なる管理者の注意をもってそ

の業務の執行及び財産の管理運営を行うものとする。 

 

第８条（競業避止義務） 

甲及び乙は、本吸収分割に関して、会社法第 21条が適用されないことを確認する。 

 

第９条（本契約の変更及び解除） 

甲及び乙は、本契約締結日から本効力発生日までの間において、承継対象事業又は承

継対象事業に関する資産、債務、雇用契約その他の権利義務に重大な変動が生じた場

合、本吸収分割の実行に重大な支障となる事態が生じ又は明らかとなった場合、その

他本吸収分割の目的の達成が著しく困難となった場合には、甲乙協議し合意の上、本

吸収分割の条件その他の本契約の内容を変更し、又は本契約を解除することができ

る。 

 



第 10条（本契約の効力） 

本契約は、本効力発生日の前日までに、第６条の承認又は本吸収分割に関して関連法

令に基づき要求される監督官庁等の承認を得られないときは、その効力を失う。 

 

第 11 条（費用負担） 

１. 本吸収分割に関し必要となる費用については、甲乙それぞれが負担する。 

２. 本吸収分割に伴う承継対象権利義務の移転又は対抗要件具備のための登記、登録、通

知その他の手続に要する費用は、乙が負担する。 

 

第 12 条（本契約に定めのない事項） 

本契約に定めるもののほか、本契約に定めのない事項及び本契約の条項に関して疑

義が生じた事項については、本契約の趣旨に従い甲乙協議の上、決定する。 

 

《本頁以下余白》 

  



以上本契約締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。 

 

2021 年 5月 14 日 

 

甲   東京都千代田区丸の内三丁目 2番 3号 

三菱マテリアル株式会社 

執行役社長 小野 直樹 

 

 

乙   東京都千代田区内幸町二丁目 1番 1号 

Ｃ統合準備株式会社 

代表取締役 小山 誠 

 

 

 

 

  



別添 1 

 

承継対象事業 

 

承継対象事業は、以下のとおりとする。  

1) 甲単体が有する以下 a に記載の事業(当該事業に帰属する資産及び負債で甲企

業価値、甲純運転資本及び甲純有利子負債の算定上考慮されているものを含

む。)及び以下 bに記載の資産 

a. セメント事業カンパニーに属するセメント事業、生コンクリート事業、石

炭事業、建材・鉱産品事業及び土木・建築事業 

b. 北海道、福岡県、佐賀県及び長崎県に所在する旧炭鉱跡地 

2) 甲の以下の子会社・関連会社 

a. 中国菱光株式会社 

b. 豊國商事株式会社 

c. 菱光石灰工業株式会社 

d. 新関西菱光株式会社 

e. 東海菱光株式会社 

f. 西部建設株式会社 

g. 株式会社マテリアル九州 

h. 筑紫菱光株式会社 

i. 株式会社東京菱光コンクリート 

j. 株式会社マテリアル東北 

k. Mitsubishi Cement Corporation 

l. MCC Terminal Incorporated 

m. MCC Development Corporation 

n. Robertson's Ready Mix, Limited 

o. RRM Properties, Limited 

p. Robertson's Transport, Limited 

q. RRM Development Corporation 

r. Nevada Ready Mix Corporation 

s. Hawaiian Rock Products Corporation 

t. FPA Pacific Corporation 

u. 北菱産業埠頭株式会社 

v. 北菱物流株式会社 

w. 北菱砕石株式会社 

x. Mitsubishi Materials(Australia)Pty., Ltd. 



y. エヌエムセメント株式会社 

z. Nghi Son Cement Corporation 

aa. Sakura Concrete Products Corporation(但し、本効力発生日の前日まで

に甲の子会社又は関連会社のいずれでもなくなった場合には、承継対象事

業から除外されるものとする。) 

bb. 西部生コンクリート株式会社 

cc. 安川生コンクリート工業株式会社 

dd. 浅間山開発株式会社 

ee. 壱岐生コン株式会社 

ff. 株式会社篠崎商会 

gg. 上州生コン株式会社 

hh. 大分鉱業株式会社 

ii. 内山コンクリート工業株式会社 

jj. 菱美産業株式会社 

kk. 水島リバーメント株式会社 

ll. 防府共同生コン株式会社 

mm. 株式会社リックス 

nn. 宇部三菱セメント株式会社 

oo.株式会社ピーエス三菱 

pp.苅田エコプラント株式会社 

qq.本契約締結日以降、新たに甲のセメント事業カンパニーに属するセメント

事業、生コンクリート事業、石炭事業、建材・鉱産品事業又は土木・建築

事業に係る子会社若しくは関連会社となった会社であって、本効力発生日

において甲の子会社又は関連会社である会社 

 

  



別添 2 

 

承継対象権利義務明細表 

 

 本吸収分割により、乙が甲から承継する権利義務は、本効力発生日において承継対象事業

に属する次に記載する権利義務とする。なお、乙が甲から承継する資産及び負債について

は、甲の 2020 年 12 月 31 日現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これに本

効力発生日の前日までの増減を加除した上で確定する。 

 

１．資産 

（１）株式 

承継対象事業に関連して甲が保有している一切の株式 

 

（２）不動産、動産 

承継対象事業に関連して甲が所有、賃借、使用し、又はリースを受けている一切

の不動産及び動産  

 

（３）債権 

承継対象事業に属する売掛金、未収入金、貸付金その他一切の債権 

 

（４）現預金 

以下の算式により算出される額 

(｢甲の本効力発生日時点の承継対象となる有利子負債｣－｢甲の本効力発生日時

点の承継対象となる現金同等物｣＋「承継対象となる甲の各子会社の本効力発生

日時点の有利子負債に各子会社に対する持分比率をそれぞれ乗じた額の合計」－

｢承継対象となる甲の各子会社の本効力発生日時点の現金及び現金同等物に各子

会社に対する持分比率をそれぞれ乗じた額の合計｣－｢71,600 百万円｣)＋

(｢26,714 百万円｣－｢甲の本効力発生日時点の承継対象となる純運転資本｣-「承

継対象となる甲の各子会社の本効力発生日時点の純運転資本に各子会社に対す

る持分比率をそれぞれ乗じた額の合計」)  

 

（５）知的財産 

承継対象事業に関連して甲が保有する商標権、特許権、実用新案権、意匠権、著

作権、サービスマーク、ノウハウ等の一切の知的財産（共有のもの、出願中のも

の、開発中のものを含む。） 

 



（６）退職給付債務に相当する額の年金資産及び現金  

 

２．負債 

承継対象事業に属する買掛金、未払金、借入金、未払費用、支払手形、前受金、甲から

乙に転籍する甲の従業員に対する退職給付債務その他一切の債務（偶発債務及び簿外

債務を含むが、法令上承継可能なものに限る。）（但し、以下に掲げるものは除く。） 

・ 甲の子会社が製造した製品の素材として使用されていたアスベストに起因する疾

患に係る損害賠償債務（偶発債務を含む。） 

 

３．保険 

承継対象事業に関して甲が付保している保険契約等及びこれらに付随関連する権利義

務（但し、本効力発生日以降の乙の事業遂行に必要なもの（但し、本吸収分割による承

継について、該当する保険会社から同意を取得する必要がある保険契約等（当該同意を

取得しない場合に当該契約等の解除事由や債務不履行事由等を生じさせる場合を含

む。）については、甲が本効力発生日の前日までに該当する保険会社から本吸収分割に

よる承継について同意を取得できたものに限る。）に限る。） 

 

４．その他契約上の地位 

承継対象事業に関して甲が第三者と締結しているその他の契約等（但し、雇用契約を除

く。）及びこれらに付随関連する権利義務（但し、本吸収分割による承継について、当

該第三者から同意を取得する必要がある（当該同意を取得しない場合に当該契約等の

解除事由や債務不履行事由等を生じさせる場合を含む。）契約等で、本効力発生日の前

日までに当該同意を取得できなかった契約等及びこれらに付随関連する権利義務を除

く。） 

 

５．許認可 

承継対象事業に属する許認可、登録及び届出等のうち、法令上承継可能なもの 

 

６．文書及び資料 

甲が保有している承継対象事業に属する文書及び資料 

 

以 上  
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1. 2021年3月期の連結業績（2020年4月1日～2021年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2021年3月期 1,485,121 △2.0 26,567 △30.0 44,527 △10.2 24,407 ―

2020年3月期 1,516,100 △8.8 37,952 3.0 49,610 △2.1 △72,850 ―

（注）包括利益 2021年3月期　　64,827百万円 （―％） 2020年3月期　　△114,027百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2021年3月期 186.71 ― 4.6 2.3 1.8

2020年3月期 △556.34 ― △12.8 2.6 2.5

（参考） 持分法投資損益 2021年3月期 4,692百万円 2020年3月期 3,521百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2021年3月期 2,035,546 614,394 26.8 4,173.14

2020年3月期 1,904,050 586,034 26.6 3,870.35

（参考） 自己資本 2021年3月期 545,233百万円 2020年3月期 506,781百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2021年3月期 78,442 △101,763 41,514 147,533

2020年3月期 67,545 △66,898 28,873 127,284

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2020年3月期 ― 40.00 ― 40.00 80.00 10,475 ― 1.8

2021年3月期 ― 0.00 ― 50.00 50.00 6,546 26.8 1.2

2022年3月期(予想) ― 25.00 ― 25.00 50.00 32.7

3. 2022年 3月期の連結業績予想（2021年 4月 1日～2022年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 810,000 11.6 13,000 88.7 10,000 △39.2 5,000 ― 38.23

通期 1,620,000 9.1 35,000 31.7 37,000 △16.9 20,000 △18.1 152.99

別　紙　2



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　有

新規　　　－社　（社名）　　　　　　　　　　　　　　　　、除外　　　１社　（社名）　三菱伸銅株式会社

（注）詳細は、添付資料P.31「５.連結財務諸表及び主な注記　（５）連結財務諸表に関する注記事項　（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事
項）　１．連結の範囲に関する事項」をご覧ください。

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

②①以外の会計方針の変更 　：　無

③会計上の見積りの変更 　：　無

④修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2021年3月期 131,489,535 株 2020年3月期 131,489,535 株

② 期末自己株式数 2021年3月期 836,604 株 2020年3月期 550,160 株

③ 期中平均株式数 2021年3月期 130,723,626 株 2020年3月期 130,945,425 株

（参考）個別業績の概要

2021年3月期の個別業績（2020年4月1日～2021年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2021年3月期 868,053 8.1 △4,822 ― 15,199 △11.8 21,260 ―

2020年3月期 802,655 △5.9 △645 ― 17,233 233.4 △49,929 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

2021年3月期 162.64 ―

2020年3月期 △381.29 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2021年3月期 1,490,704 413,096 27.7 3,161.73

2020年3月期 1,281,542 378,690 29.5 2,892.05

（参考） 自己資本 2021年3月期 413,096百万円 2020年3月期 378,690百万円

※決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社と
してその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

業績予想の前提となる仮定等につきましては、P.４「１.経営成績等の概況（１）当期の経営成績の概況　次期（2022年3月期）の見通し」をご覧ください。

（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法）

当社は、2021年５月14日（金）に機関投資家向け決算説明会を開催する予定です。この説明会で使用する決算補足説明資料につきましては、決算発表と同時
にTDnet及び当社ホームページで開示しております。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

① 当期業績の概況

 当連結会計年度における世界経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的流行の影響により、経済活動に大幅な

制約が生じました。中国において景気の緩やかな回復がみられたものの、タイやインドネシアにおいては景気の低

迷が続きました。欧州においても景気の低迷が続いた一方、米国においては景気の持ち直しの動きがみられまし

た。 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、雇用・所得環境の低迷が続い

たものの、輸出や鉱工業生産に持ち直しの動きがみられました。 

 当社グループを取り巻く事業環境についても、新型コロナウイルス感染症の世界的流行の影響を受けました。金

属価格が上昇したほか、半導体関連の需要が堅調に推移したものの、自動車関連の需要が大幅に減少しました。こ

れに加えて、国内におけるセメント需要の減少がありました。 

 このような状況のもと、当社グループは、2030年から2050年にかけての中長期的な当社グループの目標である

「会社の目指す姿」及び2020年度から2022年度までを対象とした中期経営戦略に基づき、企業価値の向上に向けた

諸施策を実施してまいりました。 

 この結果、当連結会計年度は、連結売上高は1兆4,851億21百万円（前年度比2.0％減）、連結営業利益は265億67

百万円（同30.0％減）、連結経常利益は445億27百万円（同10.2％減）となりました。また、当社は、事業再編損失

として、223億70百万円の特別損失を、投資有価証券売却益として、280億66百万円の特別利益をそれぞれ計上しま

した。これにより、親会社株主に帰属する当期純利益は244億7百万円（前年度は728億50百万円の当期純損失）とな

りました。

 

② 事業の種類別セグメントの概況 

 当連結会計年度より、報告セグメントの変更等を行っております。詳細は、「５．（５）連結財務諸表に関する

注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。なお、以下の前年度比較については、前年度の数値を変更

後の区分に組み替えた数値で比較しております。 

 

（高機能製品）

        (単位：億円)
 

    前期 当期 増減（増減率）

  売上高 3,753 3,571 △182 （△4.9％） 

  営業利益 32 28 △3 （△11.2％） 

  経常利益 44 61 17 （40.3％） 

 

 銅加工品は、新型コロナウイルス感染症の世界的流行の影響等により、自動車向け製品を中心に販売が減少した

ことから、減収減益となりました。 

 電子材料は、新型コロナウイルス感染症の世界的流行の影響等により、自動車向け製品の販売が減少したもの

の、半導体関連製品の販売が増加しました。また、多結晶シリコン製品の製造コストが減少しました。この結果、

増収増益となりました。 

 以上により、前年度に比べて事業全体の売上高及び営業利益は減少しました。経常利益は、営業利益が減少した

ものの、デリバティブ評価益が増加したことにより、増加しました。 
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（加工事業） 

        (単位：億円)
 

    前期 当期 増減（増減率）

  売上高 1,502 1,193 △308 （△20.5％） 

  営業利益又は営業損失（△） 77 △11 △89 （－％） 

  経常利益又は経常損失（△） 62 △7 △69 （－％） 

 

 超硬製品は、新型コロナウイルス感染症の世界的流行の影響等により、中国を除く主要国において、自動車向け

製品を中心に販売が減少したことから、減収減益となりました。 

 焼結製品等は、新型コロナウイルス感染症の世界的流行の影響及び継続的に営業損失を計上していた株式会社ダ

イヤメットの全株式を譲渡したこと（※）等により、売上高は減少したものの、損失は縮小しました。 

 以上により、前年度に比べて事業全体の売上高及び営業利益は減少しました。経常利益は、営業利益が減少した

ことから、減少しました。 

※2020年12月４日に株式会社ダイヤメットの全株式を譲渡したことから、同月より同社、株式会社ピーエムテク

ノ、Diamet Klang (Malaysia) Sdn.Bhd.及び広東達宜明粉末冶金有限公司は当社の連結範囲から外れておりま

す。 

 

（金属事業） 

        (単位：億円)
 

    前期 当期 増減（増減率）

  売上高 6,650 7,282 632 （9.5％） 

  営業利益 186 188 2 （1.1％） 

  経常利益 274 329 54 （19.8％） 

 

 銅地金は、銅価格の上昇があったものの、インドネシア・カパー・スメルティング社及び直島製錬所において定

期炉修を実施したほか、買鉱条件の悪化等により、増収減益となりました。 

 金及びその他の金属は、金及びパラジウムの価格が上昇した影響等により、増収増益となりました。 

 以上により、前年度に比べて事業全体の売上高及び営業利益は増加しました。経常利益は、営業利益が増加した

ことに加えて、為替差益や受取配当金が増加したことから、増加しました。 

 

（セメント事業） 

        (単位：億円)
 

    前期 当期 増減（増減率）

  売上高 2,475 2,158 △316 （△12.8％） 

  営業利益 122 66 △55 （△45.5％） 

  経常利益 152 61 △90 （△59.5％） 

 

 国内では、新型コロナウイルス感染症の流行に伴う首都圏等における工事の休止や遅れの影響があったほか、東

北地区や九州地区における災害復旧工事の需要がそれぞれ減少したことなどから、減収減益となりました。 

 海外では、米国において、生コンの販売数量が減少したことに加えて、原材料費や人件費等の操業コストが増加

しました。また、豪州の石炭事業において、石炭の販売価格が下落しました。この結果、減収減益となりました。 

 以上により、前年度に比べて事業全体の売上高及び営業利益は減少しました。経常利益は、営業利益が減少した

ことから、減少しました。 
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（環境・エネルギー事業） 

        (単位：億円)
 

    前期 当期 増減（増減率）

  売上高 270 262 △8 （△3.2％） 

  営業利益 16 17 1 （7.3％） 

  経常利益 31 31 0 （0.2％） 

 

 エネルギー関連は、原子力関連の販売が減少したことにより、減収減益となりました。 

 環境リサイクルは、新規事業の立ち上げに伴うコストの発生等があったものの、家電リサイクルの処理量の増加

及び有価物売却単価の上昇により、売上高は増加し、損失は縮小しました。 

 以上により、前年度に比べて事業全体の売上高は減少したものの、営業利益は増加しました。経常利益は、営業

利益が増加したことから、増加しました。 

 

（その他の事業） 

        (単位：億円)
 
    前期 当期 増減（増減率）

  売上高 2,852 2,667 △185 （△6.5％） 

  営業利益 20 88 68 （340.6％） 

  経常利益 12 93 80 （631.2％） 

 

 飲料用アルミ缶は、新型コロナウイルス感染症の流行に伴う家飲み需要の増加等により、通常缶の販売が増加しま

した。また、原材料コスト及びエネルギーコストが減少しました。この結果、増収増益となりました。 

 アルミ圧延・加工品は、新型コロナウイルス感染症の世界的流行の影響等により、自動車向け製品を中心に販売が

減少したものの、前連結会計年度における三菱アルミニウム株式会社の固定資産の減損損失計上により、減価償却費

が減少したことに加えて、コスト削減効果等により、減収増益となりました。 

 飲料用アルミ缶及びアルミ圧延・加工品以外の事業は、合算で減収減益となりました。 

 以上により、前年度に比べてその他の事業全体の売上高は減少したものの、営業利益は増加しました。経常利益

は、営業利益が増加したことから、増加しました。 

 

③ 次期（2022年３月期）の見通し

 今後の世界経済につきましては、引き続き、新型コロナウイルス感染症の世界的流行の沈静化まで経済活動に大

幅な制約が生じることが見込まれます。中国や米国においては景気の持ち直しが続くことが期待される一方、欧州

においては、新型コロナウイルス感染症の影響が継続することが見込まれます。 

 今後のわが国経済につきましても、新型コロナウイルス感染症の影響により、雇用・所得環境の低迷が続くこと

が懸念される一方で、輸出や鉱工業生産の持ち直しが継続することが期待されます。 

 今後の当社グループを取り巻く事業環境についても、新型コロナウイルス感染症の世界的流行の影響が継続する

ことが懸念される一方、引き続き半導体関連の堅調な需要が継続するほか、自動車関連の需要の回復が見込まれま

す。 

 こうしたなかで、当社グループは「３．経営方針」に記載のとおり、諸施策を実施してまいります。 

 次期の連結業績につきましては、米ドル平均レート110円、ユーロ平均レート130円、銅価格345￠/lbを前提とし

て、売上高は1兆6,200億円、営業利益は350億円、経常利益は370億円、親会社株主に帰属する当期純利益は200億円

を見込んでおります。 

 また、個別業績につきましては、売上高は9,700億円、営業利益は5億円、経常利益は50億円、当期純利益は70億

円を見込んでおります。 
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（２）当期の財政状態の概況

 当連結会計年度末の総資産は2兆355億円となり、前期末比1,314億円増加しました。これは、貸付け金地金が増加

したことなどによるものであります。 

 負債の部は1兆4,211億円となり、前期末比1,031億円増加しました。これは、借入金が増加したことなどによるも

のであります。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益に加え、仕入債務の増加など

により、784億円の収入（前期比108億円の収入増加）となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資、投資有価証券に係る支出等により、1,017億

円の支出（前期比348億円の支出増加）となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当連結会計年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入による収入等により415億円の収入（前期比

126億円の収入増加）となりました。

 以上に、換算差額等による増減を加えた結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、1,475億円（前

期末比202億円の増加）となりました。

 なお、当社グループのキャッシュ・フロー関連指標の推移は次のとおりであります。

 
2017年 

３月期 

2018年 

３月期 

2019年 

３月期 

2020年 

３月期 

2021年 

３月期 

自己資本比率（％） 32.8 33.9 32.7 26.6 26.8 

時価ベースの 

自己資本比率（％）
23.3 20.8 19.7 15.2 16.6 

キャッシュ・フロー対 

有利子負債比率
4.7 10.6 3.7 8.6 8.4 

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ
23.3 10.0 28.9 13.9 17.8 

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

（注３）キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利息を支払っている全ての負債を対象と

しております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して

おります。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 当社は、定款に基づき取締役会決議により剰余金の配当等を行うこととしております。また、当社は、株主の皆

様に対する利益還元を経営の最重要目的の一つとして認識し、安定的かつ継続的に実施していくことを基本方針と

しながら、期間収益、内部留保、財務体質等の経営全般にわたる諸要素を総合的に判断の上、決定する方針として

おります。配当の額については、全社方針として掲げる「事業ポートフォリオの最適化」、「事業競争力の徹底追

求」、「新製品・新事業の創出」に向けた投資等に必要な資金、先行きの業績見通し、連結及び単独の財務体質等

を勘案して判断いたします。自己株式取得については、機動的な追加的株主還元として実施し、資本効率の向上を

図ってまいります。 

 なお、2020年度から2022年度までを対象とする中期経営戦略期間中の配当金額については、１株当たり年間80円

とする方針としておりましたが、新型コロナウイルス感染症の影響により同期間中の営業キャッシュ・フローや資

産売却等の特殊要因調整後の純利益が当初の予想を大きく下回る見通しであります。このような状況のもと、配当

については安定性・継続性を重視し、安定的に創出可能と判断した営業キャッシュ・フローの水準に基づき、同期

間中の年間配当金額の下限を１株当たり50円に変更いたしました。その上で、資産の売却等を加速させ自己株式取

得や追加配当等の機動的な資金配分を行うことにより、同期間中において当初見込んでいた配当総額並みの株主還

元の実施を目指してまいります。 

 この方針に基づき、当事業年度の配当金につきましては、2021年５月14日開催の取締役会の決議により期末配当

を50円とさせていただきました。この結果、当事業年度の年間配当金は、中間配当を見送らせていただきましたの

で、１株当たり50円（前年度は80円）となりました。 

 なお、次事業年度の配当金につきましては、１株当たり50円（中間配当25円、期末配当25円）を予定しておりま

す。 
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（４）事業等のリスク 

１．重大リスクの選定プロセス 

 当社グループでは、経営上、事業運営上の重大なリスクを、階層ごと（経営層、本社管理部門、本社事業部門、

事業拠点）に毎期網羅的に洗い出し評価したうえで、最終的には執行役会において社会情勢や経営環境及びグルー

プの経営課題等を踏まえ、対処すべき優先順位付けと対応方針を決定しています。（図１参照） 

２．当社グループのリスクマネジメント体制及び運用状況 

 特定した重大リスクと対応方針は各拠点に展開され、拠点では実施計画を策定のうえリスク低減活動を行ってい

ます。実施計画は半期ごとのガバナンス審議会において確認、見直し等がなされ、また拠点の活動状況については

四半期ごとにレビューし、結果はサステナブル経営推進本部、執行役会、及び取締役会に報告され、リスクの状態

を経営レベルでモニタリングしています。 

 なお、重大リスクはその属性に応じてグループ全体で優先的に取り組むもの、事業部門内で重点的に取り組むも

の、及び事業拠点が単独で取り組むものに分類することにより、各階層が担うべき役割（方針・計画の策定、実

行、支援、モニタリング）を明確にしています。特に本社の事業部門は、事業拠点で確実に対策が実行されるよ

う、事業拠点と定期的にリスクに関するコミュニケーションを図り、実施状況や課題を共有し必要な支援を協議の

うえ実施しています。 

 また、事業拠点のリスク情報は監査部にて共有し内部監査に活用するとともに、監査で認識されたリスク情報は

事業活動に反映しています。（図２参照） 

 新型コロナウイルス感染症については、2020年１月に危機管理担当役員を本部長とする対策本部を本社に設置

し、国内外の感染状況に応じたグループとしての対応指針を策定し周知、実行するとともに、事業継続計画の見直

し等を実施しています。 

 

図１：重大リスクの選定プロセス 
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図２：リスクマネジメント体制 

３．事業等のリスク 

 経営者が当社グループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があると認識している主要なリスクは、

以下のとおりです。 

 なお、以下の内容は、当社グループの全てのリスクを網羅するものではありません。本項においては、将来に関

する事項が含まれていますが、当該事項は2021年５月14日現在において判断したものです。 

（1）国際情勢、海外経済情勢 （発生可能性：中、影響度：大） 

 当社グループは、海外30の国・地域に生産及び販売拠点等を有し、海外事業は当社グループの事業成長の重要

な基盤と位置付けています。グローバルな事業展開に関するリスクとして、各国・地域の政情不安、経済情勢、

予期しない政策や規制の変更、また取引先の事業戦略や商品展開の変更等が想定され、当社グループの事業活動

に支障が生じ、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があり、これらのリスクは常に潜在的に存在していると

判断しています。 

 このため、定期的に事業の状況をモニタリングし、国際情勢、海外経済情勢の変化等によるリスクを踏まえた

うえで事業戦略、海外投資等の見直しを行うとともに、現地拠点からの情報共有や各事業間の連携により、これ

ら情勢の変化に適切に対応しています。また、海外における法的規制等個別のカントリーリスクに関する情報収

集とグループ内の共有、周知に努めています。 

 特に、金属事業においては、銅生産国における国家や地方政府による資源事業への介入、銅精鉱の世界的な需

給バランスの変動、銅精鉱の品位低下等、当社グループの管理が及ばない事象による影響を受けるリスクがあり

ます。 

 これらに対しましては、持続可能な原料ポートフォリオの形成の一環として、銅精鉱買鉱先の国・地域の分

散、効果的な優良鉱山プロジェクトへの投資を推進しつつ、一方でE-Scrap（各種電子機器類の廃基板）をはじ

めとするリサイクル原料を積極的に利用することで、原料を安定的に確保してまいります。 
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（2）市場動向 （発生可能性：中、影響度：大） 

 当社グループは、様々な業界に対し、製品及びサービスを提供していますが、世界経済情勢の変化や顧客の市

場の急速な変化と顧客の市場占有率の変化、顧客の事業戦略または商品展開の変更等、市場・顧客動向は常に変

動し、以下に述べるリスクの発生時期は様々であると想定していますが、常に潜在的に存在していると判断して

います。 

 セメントの国内需要は、1990年度の86,286千ｔをピークに、長期に亘り縮小傾向が続き、現在の国内需要はピ

ーク時の半分以下となっています。社会に不可欠な素材であり中長期的にも一定規模以上の需要が確保される見

込みでありますが、需要減少が加速すると当社グループの収益が悪化し、事業継続が困難になる可能性がありま

す。このため、主力工場である九州工場の強靭化を図るとともに、宇部興産社との事業統合によって生産・物

流・販売機能の合理化効果を創出し、国内事業の再編と生産体制の最適化を図る、また海外では今後の成長が期

待できる地域での事業拡大・新規開拓を目指すことなどを検討しています。 

 一方、自動車業界は電動化による内燃機関の減少、CASE（Connected、Autonomous、Shared & Services、

Electric）やMaaS（Mobility as a Service）による構造変化が想定され、生活様式や社会の変化によるモビリ

ティに関するニーズが変化することにより、切削工具等の製品の需要減少が生じることが想定されます。このよ

うな業界と顧客市場の変化に的確に対応できない場合は、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。 

 このため、自動車部品の変化による新たな需要の獲得を目指すとともに、医療など新たな産業を視野に入れた

市場開拓を目指し、減少する可能性のある既存ビジネス領域においてはソリューションなど新たな価値の提供に

よりシェアの維持・拡大を目指します。また、電動化が進展しても需要が継続する足回り部品の製造に使用され

る切削工具需要への拡販を目指し、新たな製造工法や新素材に対応した切削技術による市場展開等に取り組んで

います。 

 また、当社グループは、半導体業界向けに電子材料、多結晶シリコン等を供給しており、半導体市況の動向

が、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。このため、特徴のある高品質な製品提

供による重要顧客との信頼関係強化、高付加価値な製品の開発等によるシェア拡大等を検討しています。 

（3）原材料・ユーティリティ価格の変動 （発生可能性：中、影響度：大） 

1）原材料価格 

 金属事業、加工事業、アルミ事業等の非鉄金属原材料、セメント事業の石炭等の調達価格は、当該非鉄金属や

石炭等の国際商品相場、為替相場、及び海上運賃等の変動の影響を受けます。これら原材料価格等の高騰等によ

り調達価格が上昇した場合、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。国際商品相

場、及び為替相場等の大きな変動は過去にも発生し、今後も数年に一度程度の頻度で発生する可能性があると想

定しています。 

 このため、加工事業のタングステン原料、アルミ事業のアルミ地金等の非鉄金属原材料に関しては、その調達

先を拡大する、リサイクル原料の使用比率を高める等に取り組んでいます。 

2）ユーティリティ価格 

 原油や天然ガス等の輸入化石燃料費の増加、エネルギー価格の高騰、再生可能エネルギー賦課金の増加等によ

る電気料金の値上げ等が生じた場合、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。近

年、エネルギー情勢は大きく変動し、常に対応できる体制を整えるべきリスクと判断しています。 

 このため、省エネ設備の導入や自家消費型太陽光発電システムの導入を進めることで購入電力量の削減を図る

等を推進しています。 

（4）調達品 （発生可能性：中、影響度：大） 

 当社グループの生産活動における資材、部品その他の部材調達に関し、品質不良による調達量不足や原料・熱

エネルギー源となる資源の枯渇、ユーティリティ会社の設備故障、重要サプライヤーの被災や倒産等により減産

が生じた場合、当社グループの生産活動に支障が生じ、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

様々な要因により発生するリスクのため発生時期は明確ではありませんが、常に潜在的に存在し備えるべきリス

クと判断しています。 

 このため、当社グループの生産活動に大きな影響を及ぼす可能性のある重要原料及び重要資機材に関しては、

製造拠点毎にリスト化し調達リスク低減の諸施策を検討・実施し、災害等有事の際には、サプライヤーの被災状

況や交通事情の情報を収集して各拠点間で情報の共有化を図っています。 

 さらに、セメント事業の分野においては、製造工程の省エネに取り組むとともに、現在天然資源の代替として

受け入れている廃棄物・副産物の受け入れを拡大し、原料及び資源等の枯渇の防止に努めています。 
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（5）気候変動 （発生可能性：高、影響度：大） 

 気候変動に対する政策及び法規制が強化され炭素価格制度が導入、強化された場合など、GHG（Greenhouse 

Gas）排出量に応じたコストが発生することにより当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。また、脱炭素社会移行への要求の高まりに対して当社グループの対応が遅れた場合には、販売機会の損

失等による企業価値低下が発生し、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。気候変

動に関しては、全世界的にカーボンニュートラルの動きが高まっており、我が国においても2050年のカーボンニ

ュートラルへの取り組みが宣言される中、近い将来に想定される規制強化に向けた迅速な対応が必要であると判

断しています。 

 このため、2030年度に向けたGHG削減目標を設定し、省エネ設備の導入や再生可能エネルギーの使用を拡大す

ることにより、当社グループの事業活動により排出されるGHGを着実に削減し、炭素価格負担の圧縮に取り組ん

でいます。また、当社グループ製品の市場競争力を向上するため、製造プロセスの改善や環境配慮型製品の開

発、CCUS（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage）など環境負荷を低減する技術開発を推進して

います。 

 一方、気候変動に関する政策等の強化により、省エネ・GHG排出削減に貢献する技術や製品・サービスの需要

が拡大することが予想され、ビジネス機会が増大すると想定しています。当社グループでは、脱炭素化に貢献す

る素材・製品・技術の開発、地熱発電等の再生可能エネルギーの開発・利用促進、CO2回収・貯留に関する実証

試験・適地調査事業への参画、保有する山林の保全活動等に取り組んでいます。 

（6）自然災害・異常気象 （発生可能性：中、影響度：中） 

 異常気象や自然災害などのリスクは年々増加しており、国内外において多数の事業拠点を有している当社グル

ープは、各種防災対策等に取り組んでいます。しかし、地震、台風、洪水、ゲリラ豪雨等の、想定した水準をは

るかに超えた大規模自然災害によって生産設備等が甚大な被害を受ける可能性があり、生産設備の損壊、工場に

おける操業・製品の出荷への影響等から、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 近年頻発する自然災害・異常気象に対応するため、当社グループ内の体制の拡充を推進するほか、BCP（事業

継続計画）の整備・見直し、複数拠点による製造可能品目の増強、壁面かさ上げ工事等の洪水、高潮、高波対策

等の各種施策を計画的に実施しています。 

 なお、自然災害等による危機事態が発生した際に、速やかに従業員の安否や事業拠点の被災状況を把握するた

めに、2019年1月、国内外の全拠点に危機管理システムを導入しました。グループ内で被害情報をリアルタイム

に共有することにより、各事業拠点や本社部門が各々の立場での適切かつ迅速な対応を可能にするとともに、本

社部門や近隣拠点からも速やかに救援し易い体制を構築しています。 

（7）公害及び環境法令違反の発生 （発生可能性：中、影響度：大） 

 世界的なサスティナブルディベロップメント（持続可能な発展）の実現に向けた動きを背景に、事業活動にお

いて公害または環境破壊を発生させた場合の企業に対する法的及び社会的な制裁等はかつてなく重くなっていま

す。 

 当社グループの事業は、国内外の各事業所において、環境関連法令に基づき、大気、水質、土壌等の汚染防止

に努め、また、気候変動、大気汚染、水質汚染、有害物質、廃棄物リサイクル及び土壌・地下水の汚染などに関

する種々の環境関連法令及び規制等を遵守し活動しています。しかし、国内外での環境法令の厳格化が進む中、

法令改正・環境基準の変更への対応の遅れ、有害元素含有量の基準厳格化、行政指導の変化、選任・届出・報告

等への対応の遅れが生じた場合、当社グループの事業活動に支障が生じ、業績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。発生時期は明確ではありませんが、常に潜在的に存在するリスクと判断しています。 

 このため、適用される法令の改正情報の共有、研修・教育等の徹底のほか、設備強化も含めリスクの回避・低

減・移転を全社グループで進める等の施策を推進しています。 
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（8）感染症（新型コロナウイルス） （発生可能性：高、影響度：大） 

 現在、新型コロナウイルス感染症の感染地域・感染者数拡大により、工場の操業等の事業活動、人材や物資の

移動が制約される状況となっており、今後も継続すると想定しています。 

 このため、当社グループは、中国において同感染症の拡大が認められた2020年１月下旬の段階で本社に対策本

部を設置し、統一的な対応を開始しています。同対策本部では、世界各地の感染症の流行状況に応じたグループ

対応方針と予防対策のガイドライン等を策定し、全事業拠点への周知を図るとともに、従業員の健康状態、国・

地域の状況や方針・規制等、事業拠点への影響、サプライチェーンへの影響等の情報を一元的に収集の上、経営

層とも共有し、状況の変化に応じて適切かつ迅速に対応するべくモニタリングしています。 

 職場での感染予防・拡大防止策としては、各部署における在宅勤務の本格運用、出張・行事等の制限、職場で

感染者が発生した場合の対応手順の策定等を実施しています。また、社会基盤を支える当社グループの製品・サ

ービス等の提供を途切れさせることがないよう事業拠点ごとに事業継続計画を策定し、感染症の流行状況に応じ

た感染拡大防止策をはじめとする各種施策を実施しています。 

 需要の減少等、同感染症が経営に及ぼす影響評価と対策立案には、アフターコロナの事業環境の変化を注視し

ておく必要があります。その変化の程度、内容によっては、足元での対応策に加えて、当社グループが取り組む

べき社会課題の追加や見直し、業界の構造変化に対する戦略見直しや対策の変更等を検討します。 

（9）情報セキュリティ （発生可能性：高、影響度：中） 

 当社グループは、情報セキュリティをリスクマネジメント上の重要課題の一つに位置付けており、特に顧客及

び取引先の個人情報については最重要情報資産の一つと認識して、漏えいや滅失、破損のリスク低減に取り組ん

でいます。重要な情報インフラとネットワークの故障、サイバー攻撃（サイバーテロ）等の不測の事態、また、

不正持ち出し、コンピュータシステムの不備や管理不十分、コンピュータウイルスや不正ソフトの関与による個

人情報等の情報漏洩等が発生した場合は、社会的信用の失墜等により、当社グループの業績及び財政状態に影響

を及ぼす可能性があり、常に潜在的に存在するリスクと判断しています。 

 このため、重要な情報インフラとネットワークに関しては、適切な設備投資等を行い、機器の更新等を適宜実

施しています。更に、セキュリティ対策を効果的に実施していくために、ガバナンス、セキュリティ向上、予兆

検知・早期発見、迅速な対処の４領域毎に対策・強化を進めることでリスク低減を図っています。 

（10）財務リスク （発生可能性：中、影響度：大） 

 財務リスクについては、次のリスクを想定しています。いずれも発生時期の予測は困難ですが、常に対応でき

るよう各種対策を推進しています。 

1）有利子負債 

 2021年３月期において、当社グループの有利子負債は6,294億円（短期借入金、コマーシャル・ペーパー、社

債、長期借入金の合計額。注記なき場合は以下同様）、総資産に対する割合は30.9％となっています。たな卸資

産圧縮、資産売却等により財務体質改善に努めていますが、今後の金融情勢の変化により資金調達コストが上昇

した場合、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 このため、有利子負債残高及びネットD/Eレシオを適切な水準に維持し、多様な資金調達方法の確保、適時適

切な資金調達を実施し、調達コストの低減に努めています。また、グループ各社における余剰資金の一元管理を

図るためのキャッシュマネジメントシステムの導入等により、資金効率の向上に努めています。 

2）保有資産の時価の変動 

 当社グループが保有する有価証券、土地、その他資産の時価の変動等が、その業績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 このため、有価証券に関しては、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、発行体との関係を勘案して保

有状況を継続的に見直しています。また、固定資産の減損に関しては、遊休地の売却を進めるとともに、事業用

資産については、適宜不動産鑑定を取得するなどし、減損の兆候の有無について確認しています。 

3）債務保証 

 当社グループは、連結会社以外の関連会社等の金銭債務に対して、2021年３月期において133億円の債務保証

を引き受けています。将来、これら債務保証の履行を求められる状況が発生した場合には、当社グループの業績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 このため、関連会社等の経営状態、財政状態を適宜モニタリングし、影響を低減する取り組みを行っていま

す。 
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4）退職給付費用及び債務 

 従業員の退職給付費用及び債務は主に数理計算上で設定される前提条件に基づき算出しています。これらの前

提条件は、従業員の平均残存勤務期間や日本国債の長期利回り、更に信託拠出株式を含む年金資産運用状況を勘

案したものですが、割引率の低下や年金資産運用によって発生した損失が、将来の当社グループの費用及び計上

される債務に影響を及ぼす可能性があります。 

 このため、確定給付型と確定拠出型を組み合わせた退職給付制度の導入や、年金資産の運用において安全性と

収益性を考慮した適切な投資配分などを行っています。 
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２．企業集団の状況

 当社の企業集団は、当社、子会社155社及び関連会社41社で構成され、銅加工品・電子材料等の製造・販売、超硬製

品等の製造・販売、銅・金・銀等の製錬・販売、セメント・生コンクリート等の製造・販売、エネルギー関連・環境リ

サイクル関連の事業等を主に営んでおります。事業の系統図は次のとおりであります。
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３．経営方針

（１）グループ経営の基本方針

 当社グループは、「人と社会と地球のために」という企業理念のもと、「ユニークな技術により、人と社会と地

球のために新たなマテリアルを創造し、持続可能な社会に貢献するリーディングカンパニー」をビジョンとしてお

ります。

 

（２）目標とする経営指標、中長期的な経営戦略及び対処すべき課題

 当社グループは、2030年から2050年にかけての中長期的な当社グループの目標である「会社の目指す姿」及び

2020年度から2022年度までを対象とした中期経営戦略（以下「22中経」）に基づく諸施策を実施してまいります。 

なお、当社は、新型コロナウイルス感染症の世界的流行による事業環境の変化や中長期的な業績見通しへの影響を

含む最近の事業環境や業績の動向を踏まえ、2021年５月14日付で、財務計画を中心に22中経の内容の一部見直しを

行っており、本項では、見直し後の内容を記載しております。 

 

①全社課題 

（イ）会社の目指す姿 

 当社グループは、「人と社会と地球のために」という企業理念のもと、「ユニークな技術により、人と社会と地

球のために新たなマテリアルを創造し、持続可能な社会に貢献するリーディングカンパニー」をビジョンとしてお

ります。 

 22中経の策定にあたっては、「社会的価値と経済的価値の両立を図る」という観点から、当社グループの企業理

念、ビジョンの実現に向けた2030年から2050年にかけての中長期的な当社グループの目標として、以下のとおり、

新たに「会社の目指す姿」を策定いたしました。 

・銅を中心とした非鉄金属素材及び付加価値の高い機能材料・製品の提供を通じて豊かな社会の構築に貢献する。 

・リサイクル可能な製品の提供、高度なリサイクル技術による廃棄物の再資源化を通じて循環型社会の構築に貢献

する。 

・地熱等再生可能エネルギーの開発・利用促進、環境負荷低減を考慮したものづくりの徹底により脱炭素社会の構

築に貢献する。 
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（ロ）価値創造の姿（価値創造プロセス）の全体像 

 当社グループは、「社会的価値と経済的価値の両立を図る」という考え方を基軸とし、社会課題の解決による社

会的価値の創造を、当社グループの事業を通じて行うことで、経済的価値の創造を実現してまいります。このよう

な観点から、ステークホルダーに伝えるべき情報（経営理念やビジネスモデル、戦略、ガバナンス等）を体系的・

統合的に整理し、次のとおり〔価値創造プロセス〕としてまとめております。 

 

〔価値創造プロセス〕 

 

 

 左側に、当社グループとして解決する社会課題と関連するSDGs（ａ・ｂ）、及び当社グループとして認識している重要課題（ｃ）を挙

げ、中心のピンク色の円は、当社グループの事業活動そのものを表しています。中心の円の左側にある４項目は、これまで培ってきた当

社グループの強み（ｄ）を示しています。こうした強みを投入し、中央上部にある全社方針（ｅ）のもと、それぞれの事業の長期目標・

長期戦略（ｆ）、或いは中期経営戦略（ｇ）を支えにして、右側にある「アウトプット」につなげてまいります。「アウトプット」に

は、こうした事業活動を通して、当社グループが生み出し、社会に提供していく、製品・サービスを示しております。それが、当社グル

ープの提供する価値につながり、更に、会社の目指す姿につながっていくという、当社グループの価値創造の姿全体を示しております。 

なお、（ａ）～（ｇ）の個別要素の詳細については、後掲（ハ）、（ホ）のとおりです。 

 

（ハ）価値創造プロセスの個別要素 

＜当社グループが解決する社会課題（ａ）＞ 

 解決すべき社会課題は非常に幅広く、様々な提案がなされております。そのなかで、当社グループの事業と関連

が深く、解決に貢献し得る社会課題として、以下を選定いたしました。 

・モビリティの高度化 

・デジタルデバイスの高度化・多様化 

・生産・業務プロセス自動化 

・人・建造物の長寿命化 

・災害に対する有効な対策 

・都市廃棄物の効率的処理 

・鉱物資源の効率的な活用と代替物質 

・エネルギー資源の効率的な活用 

・再生可能エネルギー・未活用エネルギー開発 

・CO2排出量削減 
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＜SDGs（ｂ）＞ 

 2015年９月に国際連合が採択した、SDGs（Sustainable Development Goals）も、解決すべき社会課題と捉えるこ

とができます。当社グループの事業を通じて貢献し得る主な項目として、7、8、9、11、12、13を選定いたしまし

た。 

・1 （貧困）貧困をなくそう 

・2 （飢餓）飢餓をゼロに 

・3 （保健）すべての人に健康と福祉を 

・4 （教育）質の高い教育をみんなに 

・5 （ジェンダー）ジェンダー平等を実現しよう 

・6 （水・衛生）安全な水とトイレを世界中に 

・7 （エネルギー）エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

・8 （成長・雇用）働きがいも経済成長も 

・9 （イノベーション）産業と技術革新の基盤をつくろう 

・10 （不平等）人や国の不平等をなくそう 

・11 （都市）住み続けられるまちづくり 

・12 （生産・消費）作る責任、つかう責任 

・13 （気候変動）気候変動に具体的な対策を 

・14 （海洋資源）海の豊かさを守ろう 

・15 （陸上資源）陸の豊かさも守ろう 

・16 （平和）平和と公正をすべての人に 

・17 （実施手段）パートナーシップで目標を達成しよう 

 

＜重要課題（ｃ）＞ 

 当社グループでは、当社グループが解決すべき社会課題及び関連するSDGsを、ステークホルダー（株主、投資

家、従業員、取引先、債権者、地域社会等）と当社グループの双方にとって重要度の高い４つの課題としてまと

め、これに、当社グループの経営基盤・基軸強化にとっての課題を併せて、重要課題としております。 

＜社会的課題＞ 

・素材・製品の安定供給 

・循環型社会の実現 

・気候変動への対応 

・環境保全と環境技術 

＜経営基盤・基軸強化＞ 

・労働安全衛生 

・ガバナンス 

・多様な人材の育成と活用 

・バリューチェーンにおける責任 

・ステークホルダーコミュニケーション 

・デジタルトランスフォーメーション（DX） 

 

＜投入する強み（ｄ）＞ 

・高度なリサイクル技術と事業基盤 

 金属、セメント、環境リサイクル事業を中心に蓄積した、多様で高度なリサイクル技術と、幅広い事業経験、独

自の廃棄物収集ネットワーク・事業基盤により、リサイクル事業を推進することができます。 

・原料から製品までの価値連鎖と安定供給能力 

 原料資源の安定調達から製品までの一貫した製造体制により、良質な製品を安定的に市場に供給することができ

ます。 

・独自の素材開発・製造技術力 

 無酸素銅及び銅合金（銅加工事業）、異種材料接合（電子材料事業）、超硬原料、コーティング（加工事業）に

代表されるように、原子レベルでの分析力・シミュレーション技術に裏付けられた素材開発・製造技術力は、当社

の競争力の源泉です。 

・課題解決に向け結束できるチーム 

 多様な個性と価値観を尊重し、誠実さを重んずることで、課題解決に向けて、個人の力を結束して取り組むこと

ができます。 

 

- 16 -

三菱マテリアル㈱(5711)　2021年３月期　決算短信



＜全社方針（ｅ）＞ 

・事業ポートフォリオの最適化 

 当社がオーナーシップを取るべき事業を、ビジョン・会社の目指す姿と整合性のある事業、自社としてガバナン

スできる事業、世界または特定の地域でリーダーの地位を得られる事業、及び中長期的に資本コストを上回るリタ

ーンを継続できる事業として集中を図り、その上で、収益性と成長性の２つの軸で事業ポートフォリオを構築し、

各事業の方向性を定め、ポートフォリオの最適化を目指してまいります。 

・事業競争力の徹底追求 

 ものづくり戦略、品質管理戦略、デジタル化戦略により、事業競争力の徹底追求を図ってまいります。ものづく

り戦略では、それぞれの製造拠点が、事業戦略に基づくビジョンを描き、生産プロセス高度化等により、ものづく

り力別格化の実現を目指します。品質管理戦略では、製品・工程設計、設備保全計画の最適化により、規格外品を

発生させない、「攻めの品質」を目指してまいります。デジタル化戦略では、「三菱マテリアル デジタル・ビジネ

ストランスフォーメーション（MMDX）」として、顧客接点の強化やデータの共有等を進め、ビジネス付加価値、オ

ペレーション競争力等を向上させてまいります。2020年度から2025年度までの６年間で400億円超を投資するととも

に、100人規模のデジタル専門人材を投入する計画としております。 

・新製品・新事業の創出 

 将来の収益基盤となる新しいビジネス創出のため、当社グループが捉えるべき重要な社会のニーズを「次世代自

動車」、「IoT・AI」、「都市鉱山」及び「クリーンエネルギー・脱炭素化」とし、持続可能性の核となる新製品・

新事業を創出・育成してまいります。 

 

（ニ）22中経の財務計画 

・財務指標及び目標 

 22中経では、中長期的な収益性と成長性を重視し、事業毎に収益性は主にROIC、成長性はEBITDA成長率等で評価

いたします。プロセス型事業ではROAを補完的に採用し、全社の財務指標には、ROIC・ROE・ROAを併用いたします。

22中経期間最終年度である2022年度の全社の財務目標は、ROIC 4.0％、ROA 2.0％、ROE 6.0％、連結営業利益290億

円、連結経常利益380億円、ネットD/Eレシオ1.0倍以下といたします。 

・投資方針 

 22中経期間の投資総額は、成長戦略投資が1,950億円、維持更新投資が1,600億円の合計3,550億円を見込んでお

り、営業キャッシュ・フロー、事業再編及び資産売却収入を源泉として投資を実行いたします。新型コロナウイル

ス感染症の影響により、営業キャッシュ・フローが減少する見通しの中、需要拡大が想定より遅れる事業への22中

経期間中の成長投資は絞り、高水準な銅価により好収益が期待できる鉱山投資及びM&Aに係る投資は積極的に実行い

たします。加えて、老朽化設備のトラブルによる機会損失の極小化のための更新投資も確実に行うことにより、収

益力の基盤を確保し、将来の成長に繋げてまいります。 

・株主還元方針 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要目的の一つとして認識し、安定的かつ継続的に実施してい

くことを基本方針としながら、期間収益、内部留保、財務体質等の経営全般にわたる諸要素を総合的に判断の上、

決定する方針としております。配当の額については、全社方針として掲げる「事業ポートフォリオの最適化」、

「事業競争力の徹底追求」、「新製品・新事業の創出」に向けた投資等に必要な資金、先行きの業績見通し、連結

及び単独の財務体質等を勘案して判断いたします。自己株式取得については、機動的な追加的株主還元として実施

し、資本効率の向上を図ってまいります。 

 なお、22中経期間中の配当金額については、１株当たり年間80円とする方針としておりましたが、新型コロナウ

イルス感染症の影響により同期間中の営業キャッシュ・フローや資産売却等の特殊要因調整後の純利益が当初の予

想を大きく下回る見通しであります。このような状況のもと、配当については安定性・継続性を重視し、安定的に

創出可能と判断した営業キャッシュ・フローの水準に基づき、22中経期間中の年間配当金額の下限を１株当たり50

円に変更いたしました。その上で、資産の売却等を加速させ自己株式取得や追加配当等の機動的な資金配分を行う

ことにより、22中経期間中において当初見込んでいた配当総額並みの株主還元の実施を目指してまいります。 

・政策保有株式 

 当社は、事業戦略上必要である場合を除き、純投資目的以外の株式（政策保有株式）を取得・保有しない方針と

いたします。 
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（ホ）各事業における長期目標・長期戦略（ｆ）／22中期経営戦略（ｇ） 

●高機能製品 

長 期 目 標 グローバル・ファースト・サプライヤー

長 期 戦 略

・コアコンピタンス（無酸素銅・合金の開発及び製造技術、機能材料開発、接合技術

等）を磨き、組合せ、新製品・新事業を創出

・マーケット起点で、勝ちパターンを追求

2 2 中 経 戦 略 の

具 体 的 施 策

・事業部間を横断したキーアカウント責任者の設置

・AI・IoTの活用による情報分析（デジタルマーケティング等）

・製品ロードマップの顧客との共有（共創力）

・中央研究所との連携による製品開発

・ものづくり力の強化（量産技術、生産効率の向上等）

・M&A、アライアンスの検討

 

●加工事業 

長 期 目 標 戦略市場でのトップ３サプライヤー 

長 期 戦 略

・クリーンなものづくりの推進

・先端技術を活用した高効率製品の提供

・高機能粉末事業の展開

2 2 中 経 戦 略 の

具 体 的 施 策

・超硬リサイクルの拡大と再生可能エネルギーの活用

・高効率工具とデジタルソリューションの提供

・スマートファクトリー化と物流・供給の効率化

・電池市場向け高機能粉末事業の拡大

 

●金属事業 

長 期 目 標 環境親和型製錬ビジネスのリーダー 

長 期 戦 略

銅を中心とした非鉄金属の安定供給と循環

・クリーンな銅精鉱とE-Scrapからなる持続可能な原料ポートフォリオの形成

・リサイクルの推進

・気候変動への対応

2 2 中 経 戦 略 の

具 体 的 施 策

・新規鉱山投資によるクリーンな銅精鉱の確保

・銅精鉱中不純物除去技術の開発

・有価金属マテリアルフロー最適化

・化石燃料の削減

 

●セメント事業 

長 期 目 標 高度な環境技術を持つ、国内外のセメント業界のリーダー 

長 期 戦 略

・社会インフラ・防災インフラ等整備のための建設基礎素材の安定供給

・廃棄物処理の高度化

・CO2削減による気候変動への対応

・事業再編による強靭な国内事業基盤の構築と海外市場における成長

2 2 中 経 戦 略 の

具 体 的 施 策

・国内事業再編による、生産体制の最適化・効率化

・廃プラ処理設備能力増強と塩素ダスト洗浄設備設置

・低温焼成技術の導入とCO2削減、回収、資源化に向けた技術開発

・米国事業の拡大と海外新規拠点の開拓
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●環境・エネルギー事業 

長 期 目 標
（環境リサイクル）資源循環システムの牽引者 

（再生可能エネルギー）地熱開発のリーディングカンパニー 

長 期 戦 略
・トレーサビリティの徹底等による安心できるリサイクルシステムの提供

・再生可能エネルギー事業の拡大による脱炭素化

2 2 中 経 戦 略 の

具 体 的 施 策

・家電リサイクル事業の拡大、自動化推進、回収物高付加価値化

・リチウムイオン電池リサイクル技術の実証、太陽光パネルリサイクル技術の実証

・焼却飛灰リサイクル事業とバイオガス化事業の安定操業

・小又川新水力発電所の完成、安比地熱発電所建設、新規地熱地域の調査、新規小水力

の調査

 

●コーポレート戦略 

 22中経における、各事業戦略をサポートするための主なコーポレート戦略は以下のとおりです。 

研 究 開 発 ・

マーケティング戦略

メガトレンド等の外部環境変化を注視しつつ、22中経では、IoT・AI、次世代自動車、

都市鉱山、クリーンエネルギー・脱炭素化の分野を中心に、当社グループの有する機能

複合化技術、材料複合化技術、基盤・量産化技術、リサイクル技術等をベースに、顧客

ニーズに即した高付加価値な製品・サービスを創出 

も の づ く り 戦 略
事業戦略に基づく工場ビジョン策定と実現、生産プロセス高度化及び外部の知見の積極

的な活用により、ものづくり力別格化を実現

品 質 管 理 戦 略
製品・工程設計、設備保全計画の最適化により、規格外品を発生させない、「攻めの品

質」を実施

デ ジ タ ル 化 戦 略

DXにより、ビジネス付加価値向上とオペレーション競争力向上、経営スピード向上の３

本柱を推進。2020年度から2025年度までの６年間で400億円超を投資するとともに、100

人規模のデジタル専門人材を投入 

 

●ガバナンス 

 22中経における、当社グループのガバナンスに対する主要施策は以下のとおりです。 

コ ー ポ レ ー ト ・

ガ バ ナ ン ス の 強 化

2019年６月に指名委員会等設置会社へ移行したことに加え、以下の施策の取り組み 

・取締役会の継続的改善 

・コーポレート・ガバナンス基本方針制定(2020年４月１日付) 

・CEOの選解任・後継者育成計画の立案・実行 

・役員報酬制度の見直し 

・子会社ガバナンスの充実 

グ ル ー プ

ガ バ ナ ン ス の 強 化

親・子会社間、本社・拠点間及び各拠点・各グループ会社内で円滑かつ自律的にコミュ

ニケーションが行われるガバナンスの姿を目指し、以下の施策の取り組み

・グループ会社取締役会の実効性評価と改善

・グループ会社役員研修

・ガバナンス監査の充実

・権限委譲と監督機能強化によるスピーディな意思決定

・研究開発、ものづくり、人材交流におけるビジネス形態の相違を意識した運営

・DX推進本部による戦略実行の加速

人 事 ・ 人 材 戦 略

変化に適応する人材の確保・育成と、健全な組織風土の形成

・（人）人材の確保と育成

・（組織風土）やる気向上、グループ会社の経営力強化

・（社会的価値向上）多様な人材活用、健康経営の取り組み

組 織 変 更

（事業部門） 

・環境・エネルギー事業のカンパニー化 

・アルミ事業室の高機能製品カンパニーからの分離 

（コーポレート部門） 

・マーケティング室新設 

・コーポレートコミュニケーション部新設 

（全社横断組織） 

・DX推進本部新設 

・サステナブル経営推進本部新設 
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＜事業別課題＞ 

●高機能製品 

 高機能製品の主要市場である自動車・半導体関連の需要は、次世代自動車や大容量通信の普及により、中長期的

に増加することが期待されます。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の世界的流行の影響により、顧客の生

産活動の低迷等が懸念されることから、引き続き、経済情勢や市場環境の動向を注視してまいります。 

 このような状況のもと、銅加工品については、2020年４月１日付で三菱伸銅株式会社を吸収合併いたしました。

同社との合併効果を最大限発揮するとともに、マーケティングや研究開発、販売体制の強化、生産能力の拡大を進

め、開発・製造・販売が一体となって高付加価値製品を提供し、収益力を強化してまいります。 

 電子材料は、次世代自動車、半導体、エレクトロニクスを中心とする成長性の高い産業に、材料技術により付加

価値を高めた製品を提供することで、持続的に成長する高収益事業体となることを目指してまいります。また、多

結晶シリコンについては、厳しい事業環境が続くことが見込まれますが、安全・安定操業と品質向上に加え、徹底

したコスト削減により収益力を強化してまいります。 

 

●加工事業 

 超硬製品の市場環境は、2020年度下期以降、自動車産業向けの需要が回復基調にあるものの、2021年度も新型コ

ロナウイルス感染症の世界的流行の影響により、主要国経済の減速による需要減少に加え、原料調達リスクや顧客

の生産活動の低迷等が懸念されることから、経済情勢や市場環境の動向を注視してまいります。 

 このような状況のもと、引き続き主要顧客である自動車産業への営業活動強化に取り組むとともに、中長期的に

成長が見込まれる航空宇宙産業・医療産業に優先的に経営資源を投入し、本格的な需要回復に備えて、開発・製

造・販売面の機能強化を図ってまいります。また、デジタルトランスフォーメーションの各施策を着実に実行し、

世界主要地域に設けた技術拠点（テクニカルセンター）を活用しながら、ソリューション提案力の強化に取り組ん

でまいります。原料調達については、引き続き、タングステンリサイクル量の増加に取り組むことに加えて、2020

年10月に出資したマサン・ハイテック・マテリアルズ社との提携等、原料調達ソースの多様化を進めることによ

り、調達リスク及び調達コストの低減を図るとともに、鉱物資源の効率的活用による循環型社会の構築に貢献して

まいります。 

 

●金属事業 

 主要製品である銅地金は、中長期的に電気自動車の普及や再生可能エネルギー利用拡大などに下支えされた底堅

い需要が見込まれます。また、主要原料である銅精鉱の調達は、中国における製錬能力の拡大ペースの鈍化と、複

数の新規大型鉱山の生産開始・拡張の影響により、需給バランスが緩和することが期待されます。 

 しかしながら、新型コロナウイルス感染症の世界的流行の影響により、海外銅鉱山の操業率低下に伴う原料調達

リスクや、銅価格の下落、銅需要の減少等が引き続き懸念されることから、経済情勢や市場環境の動向を注視して

まいります。 

 このような状況のもと、資源事業部門では、ロスペランブレス銅鉱山、エスコンディーダ銅鉱山及びカッパーマ

ウンテン銅鉱山の設備の改善・補強、並びに新規案件の開拓に取り組み、不純物の少ないクリーンな銅精鉱を製錬

所へ安定的に供給することで、製錬所操業の基礎を支えます。2021年度は、従来のプロジェクトに加え、2021年２

月に権益取得を完了したマントベルデ銅鉱山の拡張プロジェクトをパートナーとともに取り進めていくほか、2020

年度に新設した鉱業技術研究所における銅精鉱中の不純物の除去等に向けた研究にも引き続き注力してまいりま

す。 

 製錬事業部門では、世界トップクラスの金銀滓処理能力を活かして収益力を強化するとともに、有価金属のみな

らず、金銀滓処理量増加に伴って工程内に増加する微量成分も効率よく回収し再資源化するため、マテリアルフロ

ーの最適化に取り組みます。更に、気候変動への対応を改めてテーマとして掲げ、環境への負荷が低い当社独自の

三菱プロセスの環境的優位性を最大限に活かしつつ、化石燃料の削減やエネルギー変換効率・使用効率の向上、再

生可能エネルギーの活用等の製錬プロセス改革に取り組むことにより、脱炭素社会の構築に貢献してまいります。 
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●セメント事業 

 国内では、引き続き、新型コロナウイルス感染症の流行の影響により、工事の休止や遅れが懸念されるほか、民

間投資の抑制、建設業界の人手や輸送能力の不足による工期の遅れも懸念され、2021年度のセメント需要は2020年

度並となることが見込まれます。海外では、2021年度の米国のセメント・生コン需要は緩やかに増加することが見

込まれます。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の世界的流行の影響により、工事の遅延によるセメント出

荷量の減少等が懸念されることから、経済情勢や市場環境の動向を注視してまいります。 

 このような状況のもと、今後も予想される国内セメント需要の更なる減少に対応するため、生産体制の最適化、

スケールメリットによる安定した収益基盤の確立を目的として、2022年４月に宇部興産株式会社との事業統合を実

施することについて、2020年９月に最終契約書を締結いたしました。本統合により、国内セメント事業で創出され

るキャッシュ・フローを国内外で成長が期待できる事業に集中的に投下することで、持続的な成長を図ってまいり

ます。また、大型プロジェクトによる需要を確実に取り込み、販売数量の確保に努めるとともに、製造面において

は、デジタル技術を活用し、設備の更なる故障低減を図ることで、安定供給に努めてまいります。加えて、廃棄物

処理設備の増強や高効率設備の導入、エネルギー代替廃棄物の使用拡大を進め、循環型社会の構築に貢献してまい

ります。 

 海外では、米国の中長期的な需要を着実に取り込むため、垂直価値連鎖体制の拡張・強化を引き続き実施すると

ともに、新規海外拠点の開拓を推進することにより、事業基盤の更なる強化に努めてまいります。 

 

●環境・エネルギー事業 

 環境・エネルギー関連の事業環境は、中長期的な社会課題として、都市型廃棄物の効率的処理やエネルギー資源

の効率的な活用、温室効果ガスの排出削減要請といった環境問題への対応を強化することが強く求められておりま

す。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の世界的流行の影響により、再生可能エネルギー関連工事の遅延等

が引き続き懸念されることから、経済情勢や市場環境の動向を注視してまいります。 

 このような状況のもと、エネルギー関連は、再生可能エネルギー事業を拡大し、脱炭素社会の構築に貢献してま

いります。進行中の小又川新水力発電所及び安比地熱発電所の建設をスケジュール通りに進めるとともに、新規の

地熱地域及び小水力の調査を進め、新規事業の開拓を目指します。 

 環境リサイクル関連は、自動化及びデジタルトランスフォーメーションの推進、回収物の高付加価値化等を通じ

て家電リサイクル事業及び自動車リサイクル事業の拡大を図るとともに、リチウムイオン電池のリサイクル技術及

び太陽光パネルリサイクル技術の実証をより一層積極的に進めてまいります。更に、焼却飛灰リサイクル事業及び

食品廃棄物のバイオガス化事業において、集荷量の確保及び安定操業に注力し、最終処分場に依拠することのない

リサイクル事業の展開に努め、循環型社会の構築に貢献してまいります。 
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４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務

諸表を作成する方針であります。 

 なお、ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては、諸情勢を考慮しながら、適切に対応していく方針で

あります。
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５．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(2020年３月31日) 
当連結会計年度 
(2021年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 134,444 153,086 

受取手形及び売掛金 217,259 220,522 

商品及び製品 111,409 117,498 

仕掛品 112,908 126,357 

原材料及び貯蔵品 127,908 136,019 

貸付け金地金 95,557 156,254 

その他 158,444 133,258 

貸倒引当金 △2,470 △3,103 

流動資産合計 955,462 1,039,894 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 155,868 158,343 

機械装置及び運搬具（純額） 233,923 241,391 

土地（純額） 216,487 209,707 

建設仮勘定 29,298 33,864 

その他（純額） 23,720 22,093 

有形固定資産合計 659,298 665,402 

無形固定資産    

のれん 35,586 31,670 

その他 15,906 14,760 

無形固定資産合計 51,492 46,431 

投資その他の資産    

投資有価証券 183,043 217,477 

退職給付に係る資産 3,211 4,934 

繰延税金資産 15,572 14,801 

その他 40,081 50,996 

貸倒引当金 △4,112 △4,392 

投資その他の資産合計 237,796 283,818 

固定資産合計 948,588 995,651 

資産合計 1,904,050 2,035,546 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(2020年３月31日) 
当連結会計年度 
(2021年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 113,148 153,603 

短期借入金 191,038 175,686 

１年内償還予定の社債 － 20,000 

コマーシャル・ペーパー 50,000 40,000 

未払法人税等 10,221 6,781 

賞与引当金 12,944 12,852 

たな卸資産処分損失引当金 670 756 

製品補償引当金 809 578 

預り金地金 294,312 323,505 

その他 124,746 125,072 

流動負債合計 797,892 858,838 

固定負債    

社債 60,000 40,000 

長期借入金 246,578 353,795 

繰延税金負債 26,667 36,162 

再評価に係る繰延税金負債 21,514 21,094 

関係会社事業損失引当金 4,014 2,525 

事業再編損失引当金 30,272 － 

環境対策引当金 32,581 26,555 

製品補償引当金 392 － 

役員退職慰労引当金 1,710 1,677 

株式給付引当金 － 220 

退職給付に係る負債 56,312 42,249 

その他 40,078 38,033 

固定負債合計 520,123 562,313 

負債合計 1,318,016 1,421,151 

純資産の部    

株主資本    

資本金 119,457 119,457 

資本剰余金 92,393 79,439 

利益剰余金 274,723 294,814 

自己株式 △2,157 △2,868 

株主資本合計 484,416 490,843 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 22,806 42,940 

繰延ヘッジ損益 708 △1,119 

土地再評価差額金 28,059 27,097 

為替換算調整勘定 △12,212 △8,057 

退職給付に係る調整累計額 △16,997 △6,470 

その他の包括利益累計額合計 22,364 54,390 

非支配株主持分 79,252 69,161 

純資産合計 586,034 614,394 

負債純資産合計 1,904,050 2,035,546 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 2019年４月１日 
 至 2020年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2020年４月１日 

 至 2021年３月31日) 

売上高 1,516,100 1,485,121 

売上原価 1,325,438 1,312,771 

売上総利益 190,662 172,349 

販売費及び一般管理費 152,709 145,781 

営業利益 37,952 26,567 

営業外収益    

受取利息 1,302 843 

受取配当金 18,403 17,585 

固定資産賃貸料 5,110 4,895 

持分法による投資利益 3,521 4,692 

その他 3,023 10,260 

営業外収益合計 31,362 38,278 

営業外費用    

支払利息 4,858 4,416 

鉱山残務整理費用 4,018 3,782 

固定資産賃貸費用 3,066 3,134 

固定資産除却損 2,346 2,674 

為替差損 2,073 － 

その他 3,340 6,309 

営業外費用合計 19,704 20,318 

経常利益 49,610 44,527 

特別利益    

投資有価証券売却益 14,535 28,066 

その他 2,026 810 

特別利益合計 16,562 28,876 

特別損失    

事業再編損失 － 22,370 

減損損失 55,095 3,532 

事業再編損失引当金繰入額 30,272 － 

独占禁止法関連損失 10,423 － 

その他 10,881 4,160 

特別損失合計 106,671 30,063 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△） 
△40,498 43,341 

法人税、住民税及び事業税 18,248 13,944 

法人税等調整額 10,561 △1,379 

法人税等合計 28,810 12,564 

当期純利益又は当期純損失（△） △69,308 30,777 

非支配株主に帰属する当期純利益 3,541 6,369 

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△） 
△72,850 24,407 
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（連結包括利益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 2019年４月１日 
 至 2020年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2020年４月１日 

 至 2021年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） △69,308 30,777 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △28,544 19,613 

繰延ヘッジ損益 1,520 △2,843 

為替換算調整勘定 △7,700 5,758 

退職給付に係る調整額 △9,263 10,369 

持分法適用会社に対する持分相当額 △729 1,152 

その他の包括利益合計 △44,718 34,050 

包括利益 △114,027 64,827 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 △116,068 57,567 

非支配株主に係る包括利益 2,040 7,259 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 119,457 92,393 352,932 △2,123 562,659 

当期変動額          

剰余金の配当     △10,476   △10,476 

親会社株主に帰属する 
当期純利益又は親会社株
主に帰属する当期純損失
（△） 

    △72,850   △72,850 

土地再評価差額金の取崩     4,963   4,963 

連結子会社増加に伴う 
増加額     153   153 

連結子会社増加に伴う 
減少額         － 

自己株式の取得       △34 △34 

自己株式の処分   △0   0 0 

非支配株主との取引に 
係る親会社の持分変動   △0     △0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）          

当期変動額合計 － △0 △78,208 △33 △78,242 

当期末残高 119,457 92,393 274,723 △2,157 484,416 

 

                 

  その他の包括利益累計額 
非支配株主 

持分 
純資産合計 

 
その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

退職給付 
に係る 

調整累計額 

その他の 
包括利益 

累計額合計 

当期首残高 51,220 124 33,023 △5,828 △7,617 70,922 89,754 723,337 

当期変動額                

剰余金の配当               △10,476 

親会社株主に帰属する 
当期純利益又は親会社株
主に帰属する当期純損失
（△） 

              △72,850 

土地再評価差額金の取崩               4,963 

連結子会社増加に伴う 
増加額               153 

連結子会社増加に伴う 
減少額               － 

自己株式の取得               △34 

自己株式の処分               0 

非支配株主との取引に 
係る親会社の持分変動               △0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） △28,413 583 △4,963 △6,383 △9,379 △48,557 △10,502 △59,060 

当期変動額合計 △28,413 583 △4,963 △6,383 △9,379 △48,557 △10,502 △137,302 

当期末残高 22,806 708 28,059 △12,212 △16,997 22,364 79,252 586,034 
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当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 119,457 92,393 274,723 △2,157 484,416 

当期変動額          

剰余金の配当     △5,237   △5,237 

親会社株主に帰属する 
当期純利益又は親会社株
主に帰属する当期純損失
（△） 

    24,407   24,407 

土地再評価差額金の取崩     962   962 

連結子会社増加に伴う 
増加額         － 

連結子会社増加に伴う 
減少額     △41   △41 

自己株式の取得       △713 △713 

自己株式の処分   △1   3 2 

非支配株主との取引に 
係る親会社の持分変動   △12,952     △12,952 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）          

当期変動額合計 － △12,954 20,090 △710 6,426 

当期末残高 119,457 79,439 294,814 △2,868 490,843 

 

                 

  その他の包括利益累計額 
非支配株主 

持分 
純資産合計 

 
その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

為替換算 
調整勘定 

退職給付 
に係る 

調整累計額 

その他の 
包括利益 

累計額合計 

当期首残高 22,806 708 28,059 △12,212 △16,997 22,364 79,252 586,034 

当期変動額                

剰余金の配当               △5,237 

親会社株主に帰属する 
当期純利益又は親会社株
主に帰属する当期純損失
（△） 

              24,407 

土地再評価差額金の取崩               962 

連結子会社増加に伴う 
増加額               － 

連結子会社増加に伴う 
減少額               △41 

自己株式の取得               △713 

自己株式の処分               2 

非支配株主との取引に 
係る親会社の持分変動               △12,952 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

20,133 △1,827 △962 4,155 10,526 32,025 △10,091 21,934 

当期変動額合計 20,133 △1,827 △962 4,155 10,526 32,025 △10,091 28,360 

当期末残高 42,940 △1,119 27,097 △8,057 △6,470 54,390 69,161 614,394 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 2019年４月１日 
 至 2020年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2020年４月１日 

 至 2021年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△） 
△40,498 43,341 

減価償却費 64,208 61,962 

のれん償却額 4,449 4,374 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △346 857 

関係会社事業損失引当金の増減額（△は減少） 3,209 △1,489 

製品補償引当金の増減額（△は減少） △1,273 △623 

環境対策引当金の増減額（△は減少） △7,845 △6,026 

事業再編損失引当金の増減額（△は減少） 30,272 － 

退職給付に係る負債及び役員退職慰労引当金の増

減額（△は減少） 
△2,232 △777 

受取利息及び受取配当金 △19,706 △18,429 

支払利息 4,858 4,416 

持分法による投資損益（△は益） △3,521 △4,692 

有形固定資産売却損益（△は益） △598 △235 

固定資産除却損 2,507 2,674 

減損損失 55,095 3,532 

事業再編損失 － 22,370 

独占禁止法関連損失 10,423 － 

投資有価証券売却損益（△は益） △13,086 △26,097 

投資有価証券評価損益（△は益） 4,830 321 

売上債権の増減額（△は増加） 28,876 △7,483 

たな卸資産の増減額（△は増加） △18,698 △28,007 

金地金売却による収入 99,984 106,419 

金地金購入による支出 △99,736 △106,176 

その他の流動資産の増減額（△は増加） △871 △5,960 

仕入債務の増減額（△は減少） △31,249 38,918 

未払費用の増減額（△は減少） △5,693 6,316 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 8,650 1,972 

その他の固定負債の増減額（△は減少） △81 △288 

その他 △6,730 △3,134 

小計 65,191 88,055 

利息及び配当金の受取額 22,597 20,399 

利息の支払額 △4,861 △4,413 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △15,381 △15,175 

独占禁止法関連損失の支払額 － △10,423 

営業活動によるキャッシュ・フロー 67,545 78,442 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 2019年４月１日 
 至 2020年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2020年４月１日 

 至 2021年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △89,599 △76,825 

有形固定資産の売却による収入 2,099 1,127 

無形固定資産の取得による支出 △1,585 △1,902 

投資有価証券の取得による支出 △47 △40,889 

投資有価証券の売却による収入 23,827 65,731 

子会社株式の取得による支出 △1,657 △1,158 

子会社株式の売却による収入 25 － 

子会社の清算による収入 0 － 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

支出 
－ △44,795 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入 
68 161 

事業譲渡による収入 1,527 583 

貸付けによる支出 △4,330 △3,865 

貸付金の回収による収入 484 524 

その他 2,289 △453 

投資活動によるキャッシュ・フロー △66,898 △101,763 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 9,013 △3,828 

長期借入れによる収入 32,578 139,184 

長期借入金の返済による支出 △42,078 △45,084 

社債の発行による収入 10,000 － 

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 45,000 △10,000 

自己株式の取得による支出 △34 △714 

配当金の支払額 △10,476 △5,237 

非支配株主への配当金の支払額 △12,829 △5,611 

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出 
－ △24,925 

その他 △2,300 △2,267 

財務活動によるキャッシュ・フロー 28,873 41,514 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,960 1,010 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 27,559 19,203 

現金及び現金同等物の期首残高 99,672 127,284 

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少） 
52 1,045 

現金及び現金同等物の期末残高 127,284 147,533 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 140社

①主要な連結子会社の名称

   インドネシア・カパー・スメルティング社、ルバタ社、ＭＣＣデベロップメント社、小名浜製錬㈱、米国三菱

セメント社、㈱マテリアルファイナンス、三菱アルミニウム㈱、三菱電線工業㈱、㈱ＭＯＬＤＩＮＯ、三菱マテ

リアルテクノ㈱、三菱マテリアルトレーディング㈱、ユニバーサル製缶㈱、ロバートソン・レディ・ミックス社 

②連結範囲の異動 

 当連結会計年度より、ニューエナジーふじみ野㈱他１社を連結の範囲に含めております。また、三菱伸銅㈱は

当社を存続会社とする吸収合併をしたため、㈱ダイヤメット他５社は持分の全部を売却したため、それぞれ連結

の範囲から除外しております。 

 

(2) 主要な非連結子会社の名称等

 主要な非連結子会社

  安比地熱㈱

 （連結の範囲から除いた理由）

 非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除

外しております。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の非連結子会社数 0社

 

(2) 持分法適用の関連会社数 19社

①主要な会社名 

 宇部三菱セメント㈱、エヌエムセメント㈱、エルエムサンパワー㈱、㈱コベルコマテリアル銅管、㈱ピーエス

三菱、湯沢地熱㈱、グリーンサイクル㈱、マントベルデ社 

②持分法適用の範囲の異動 

 当連結会計年度より、グリーンサイクル㈱他１社を持分法適用の範囲に含めております。

 

(3) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社の名称

  小名浜吉野石膏㈱ 

 （持分法を適用しない理由）

 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 

(4) 持分法適用手続に関する特記事項

 持分法適用会社のうち、決算日の異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用しており

ます。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 連結子会社のうち決算日が連結決算日と異なる連結子会社は16社ですが、連結財務諸表の作成にあたっては、連

結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 その主な連結子会社は以下のとおりであります。

    決算日12月31日

    ルバタ社他15社

 

- 31 -

三菱マテリアル㈱(5711)　2021年３月期　決算短信



４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ)有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法（持分法を適用しているものを除く）

② その他有価証券

ａ）時価のあるもの

連結決算日前１か月の市場価格等の平均に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

ｂ）時価のないもの

移動平均法による原価法

 

(ロ)たな卸資産

 評価基準は主として原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）、評価方法は製錬地金資産については

主として先入先出法、その他のたな卸資産については主として総平均法を採用しております。

 

(ハ)デリバティブ取引

時価法

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ)有形固定資産（リース資産及び使用権資産を除く）

定額法

 但し、構築物のうち坑道、土地のうち鉱業用地及び原料地は生産高比例法。

 

(ロ)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

  但し、鉱業権は生産高比例法。

 

(ハ)リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

(ニ)使用権資産

 資産の耐用年数またはリース期間のうちいずれか短い期間に基づき、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。

 

(3) 重要な引当金の計上基準

(イ)貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

(ロ)賞与引当金 

  従業員に対する賞与の支給に充てるため、主として将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担とすべき

額を計上しております。

 

(ハ)たな卸資産処分損失引当金

 今後発生が見込まれる、たな卸資産の処分に係る損失に備えるため、損失見込額を計上しております。

 

(二)製品補償引当金

 当社グループの製品において、今後発生が見込まれる顧客への補償費用等について、合理的に見積もられる

金額を計上しております。 

 

(ホ)関係会社事業損失引当金 

 関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社に対する出資金額及び貸付金等債権を超えて当社または連結

子会社が負担することとなる損失見込額を計上しております。
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(へ)事業再編損失引当金

 当社及び関係会社において発生することが見込まれる事業再編に伴う損失に備えるため、当該損失見込額を

計上しております。 

 

(ト)環境対策引当金 

 当社グループが管理する休廃止鉱山等において、鉱山保安法技術指針改正に伴う大規模集積場の安定化対策

及び危害防止対策、並びに近年の自然環境変化に対応するための水処理能力増強を主とする未処理水放流防止

等の抜本的な鉱害防止対策を実施するための工事費用の見込額を計上しております。また、廃棄物処理に係る

損失に備えるため、支払見込額を計上しております。

 

(チ)役員退職慰労引当金

 一部の連結子会社は、役員の退任により支給する役員退職慰労金に充てるため、内規に基づく期末退職慰労

金要支給額を計上しております。

 

(リ)株式給付引当金 

 株式交付規程に基づく執行役、執行役員及びフェローへの当社株式の給付等に備えるため、当連結会計年度

末における株式給付債務の見込額を計上しております。 

 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

(イ)退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

 

(ロ)数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

 過去勤務費用は、主としてその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。

 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

(イ)ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によっております。また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は

特例処理を採用しております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を

行っております。

 

(ロ)ヘッジ手段、ヘッジ対象とヘッジ方針 

 外貨建取引の為替レート変動リスクを回避する目的で、為替予約取引、通貨スワップ取引を実施しておりま

す。

 非鉄金属たな卸資産の商品価格変動リスクを回避する目的で、商品先渡取引、商品価格スワップ取引を実施

しているほか、将来販売先に引き渡される非鉄金属商品の価格を先物価格で契約した時に生じる商品価格変動

リスクを回避する目的で商品先渡取引を実施しております。

 借入金の金利変動に伴うリスクを回避し、資金調達コストを低減する目的で、金利スワップ取引を実施して

おります。

 

(ハ)ヘッジ有効性評価の方法

 原則的に、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間における、ヘッジ対象物の相場変動またはキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とを比較して、有効性の

評価を行っております。

 更に、非鉄金属先渡取引に関しては、毎月、ヘッジ対象物とヘッジ取引の取引量が一致するように管理し、

期末決算時においては予定していた損益、キャッシュ・フローが確保されたか否かを検証し、有効性を確認し

ております。

 

(6) のれんの償却方法及び償却期間

 個別案件毎に判断し、20年以内の合理的な年数で均等償却しております。なお、金額的に重要性がない場合に 

は、発生時に全額償却しております。
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(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３か月以内に満期日または償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(8) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

（重要な会計上の見積り）

共用資産を含む、より大きな単位における固定資産の減損損失の認識の要否

１．当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

連結財務諸表において、当社に係る有形固定資産を340,484百万円、無形固定資産を2,328百万円計上していま

す。当連結会計年度において、当社は、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっていることから、全社の

共用資産に減損の兆候があると判定しています。減損損失の認識の判定にあたって、割引前将来キャッシュ・フロー

を見積った結果、その総額が共用資産を含む固定資産の帳簿価額総額を上回ったことから、減損損失を認識していま

せん。

 

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位として、主として製品群別を単位として資産をグルーピング

しております。また、共用資産については、共用資産を含む、より大きな単位でグルーピングを行っております。

各資産または資産グループについて減損の兆候があると認められる場合には、それらから得られる割引前将来キ

ャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回った場合に減損損失の認識が必要になります。減損損失の認識が必要と判

定した場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

割引前将来キャッシュ・フローは、予算及び中期経営戦略を基礎として見積っており、中期経営戦略以降の成長

率は関連する市場の長期成長率等を勘案し、決定しています。新型コロナウイルス感染症の影響は一定期間にわたり

継続するものの徐々に収束に向かい、2022年度には事業環境が新型コロナウイルス感染症の世界的流行以前の水準に

回復するとの前提に基づき、自動車業界や半導体業界等の需要増加に伴う高機能製品や加工事業における販売数量の

増加や、非鉄金属価格の予測を主要な仮定としております。また、土地については、主として不動産鑑定士による鑑

定評価額を用いて正味売却価額を見積もっております。

割引前将来キャッシュ・フローの総額は固定資産の帳簿価額を十分に上回っておりますが、経済情勢等の著しい

変化が生じた場合、減損損失が発生する可能性があります。
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（未適用の会計基準等）

１．「収益認識に関する会計基準」等

 

・「収益認識に関する会計基準」 （企業会計基準第29号 2020年３月31日） 

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」 （企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日） 

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」 （企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日） 

 

(1) 概要 

 国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な会計基

準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおいては

Topic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は2017年12月15日よ

り後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する包括的な会

計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。 

 企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合性を

図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを出発点と

し、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合には、

比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。 

 

(2) 適用予定日 

 2022年３月期の期首から適用します。 

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

 「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、軽微であります。 

 

２．「時価の算定に関する会計基準」

 

・「時価の算定に関する会計基準」 （企業会計基準第30号 2019年７月４日） 

・「棚卸資産の評価に関する会計基準」 （企業会計基準第９号 2019年７月４日） 

・「金融商品に関する会計基準」 （企業会計基準第10号 2019年７月４日） 

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」 （企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４日） 

・「金融商品の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」 （企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日） 

 

(1) 概要 

 国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）が、公正価値測定についてほぼ同じ内容の詳細

なガイダンス（国際会計基準（IFRS）においてはIFRS第13号「公正価値測定」、米国会計基準においては、 

Accounting Standards CodificationのTopic 820「公正価値測定」）を定めている状況を踏まえ、企業会計基準委員

会において、主に金融商品の時価に関するガイダンス及び開示に関して、日本基準を国際的な会計基準との整合性を

図る取組みがおこなわれ、「時価の算定に関する会計基準」等が公表されたものです。 

 企業会計基準委員会の時価の算定に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、統一的な算定方法を

用いることにより、国内外の企業間における財務諸表の比較可能性を向上させる観点から、IFRS第13号の定めを基本

的にすべて取り入れることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮し、財務諸表の比較可能性を

大きく損なわせない範囲で、個別項目に対するその他の取扱いを定めることとされております。 

 

(2) 適用予定日 

 2022年３月期の期首から適用します。 

 

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

 「時価の算定に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、軽微であります。 
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（表示方法の変更）

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結会計年度の年度末

に係る連結財務諸表から適用し、連結財務諸表に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

 ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度

に係る内容については記載しておりません。
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（追加情報）

（株式報酬制度） 

１．取引の概要 

 当社は、執行役、執行役員及びフェロー（国内非居住者を除きます。以下「執行役等」）を対象とした株式報酬制

度（以下「本制度」）を2020年５月より導入しております。 

 本制度では、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下「BIP信託」）と称される仕組みを採用しておりま

す。本制度は、執行役等の役位等により当社株式及び当社株式の換価処分金額相当額の金銭を執行役等に交付及び給

付する制度であります。 

 

２．BIP信託に残存する当社株式 

 BIP信託に残存する当社株式を、BIP信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しております。当連結会計年度末日における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は684百万円及び274千

株であります。 

 

（セメント事業等の統合に関する最終契約書の締結） 

当社及び宇部興産株式会社（以下「宇部興産」）は、2020年９月29日開催の各々の取締役会において、下記のとお

り2022年４月を目途に両社のセメント事業及びその関連事業等の統合を実施すること（以下「本統合」）を正式に決

議し、同日付で両社の間で統合契約書（以下「本最終契約書」）を締結いたしました。

 

１．本統合の目的

両社は、1998年に折半出資により宇部三菱セメント株式会社（以下「宇部三菱セメント」）を設立のうえ、両社単

体のセメント販売・物流機能を統合して、物流費や本支店費の削減を含む一定の効果を実現してまいりました。

現在、国内セメント事業は、需要の減少や著しいエネルギー価格変動等、事業を取り巻く環境は大きく変化してお

り、両社のセメント事業の将来の成長のためには、従来の関係を発展させた新たな体制の構築が必要となっておりま

す。

そこで両社は、当社が持つ①国内最大の生産能力を誇る九州工場、②豊富な石灰石資源を有する東谷鉱山、③高い

競争力を持つ米国セメント・生コンクリート事業等と、宇部興産が持つ①宇部地区での大型港湾施設、コールセンタ

ー等のインフラ設備、②全国に拡がる生コンクリートの製造・販売網、③宇部マテリアルズ株式会社の無機材料事業

等、両社のセメント事業及びその関連事業等が持つ長所を全て持ち寄ることが最適と判断し、両社のセメント事業及

びその関連事業等を統合することを決定いたしました。

国内セメント事業においては、生産体制の最適化や川下領域の生コンクリート事業を含めた販売・物流体制の再構

築等、バリューチェーン全体で効率化を推進しシナジー効果を最大限に発揮することで、事業基盤の更なる強化を図

り、社会インフラの整備及び循環型社会の発展に貢献する企業としての地位を高めてまいります。また、国内セメン

ト事業で創出される経営資源を、海外のセメント・生コンクリート事業や高品質の石灰石をベースとした高機能無機

材料事業等将来的に国内外で成長が期待できる事業に集中的に投下してまいります。

以上のような取り組みを通じて、最適な事業運営の体制を構築し持続的な成長を図ってまいります。

 

２．本統合の概要

本統合の範囲は、両社の国内・海外のセメント事業及び生コンクリート事業、石灰石資源事業、エネルギー・環境

関連事業、建材事業その他の関連事業です。

 

３．本統合の方式

本統合は、両社の折半出資により、本統合のための株式会社（以下「新会社」）を設立し、当社を分割会社とし新

会社を承継会社とする吸収分割、宇部興産を分割会社とし新会社を承継会社とする吸収分割、及び、両吸収分割によ

り宇部三菱セメントの完全親会社となる新会社を存続会社とし完全子会社となる宇部三菱セメントを消滅会社とする

吸収合併の方式により行います。

本統合後の両社の新会社への出資比率は、当社、宇部興産各50％といたします。

 

４．本統合の日程

2020年９月29日          本最終契約書締結 

2021年４月14日          新会社設立 

2021年５月14日          当社の吸収分割契約承認取締役会 

2021年５月14日          両社において吸収分割契約締結 

2021年６月（予定）      両社の定時株主総会における本統合承認取得 

2022年４月（予定）      本統合の効力発生日 
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(注) 本統合の実施は、本統合を行うに当たり必要な公正取引委員会等の国内外の関係当局への届出や許認可の取

得等（以下「許認可等関連手続」）が完了すること、（会社法第784条第２項に定める簡易吸収分割の要件を

満たすことが明らかな場合を除き）両社の株主総会における吸収分割の承認が得られること及び両社の対象事

業の資産、負債、財務状況、経営成績、キャッシュ・フローまたは将来の収益計画に重大な悪影響を及ぼす事

由または事象が生じていないこと等を条件としております。 

また、本統合の日程は、現時点での予定であり、今後手続を進める中において、許認可等関連手続やその他

の理由により、両社で協議のうえ、上記日程を変更する場合があります。

 

（Mantoverde銅鉱山の権益取得完了） 

 当社は、Mantos Copper Holding SpAとの間で、当社がチリ国Mantoverde銅鉱山を運営するMantoverde S.A. （以

下「MV社」）の30％の株式を取得することにより同鉱山に関する権益を取得し、同鉱山が計画している深部の硫化鉱

を対象とした選鉱場や尾鉱ダム等の建設（以下「本プロジェクト」）に参画することに合意し、株式引受契約や株主

間契約等の関係契約を締結することを2020年２月７日に決定し、同日付で株式引受契約を締結しました。

 当社による同鉱山の権益取得は、本プロジェクトの資金調達（プロジェクトファイナンスの組成）等を前提として

おり、これらが完了したことから、当社は、MV社の30％の株式を約275百万米ドル（出資比率見合いの建設工事費及

びクロージング時の調整含む）で引受け、2021年２月12日に権益取得が完了いたしました。

 なお、本プロジェクトの資金調達にあたり、当社は、MV社に対して60百万米ドルのCost Overrun Facility（本プ

ロジェクトの完工までのコスト超過に備えた融資枠）を提供することで、本プロジェクトで生産される銅精鉱を引き

取る権利（オフテイク）を追加で取得しております。これにより、当社は、権益分のオフテイクと合わせて、本プロ

ジェクトで生産される銅精鉱量の約42％（銅生産量の約34％）相当を引き取る予定としております。

 

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて） 

新型コロナウイルス感染症の世界的流行により、当社グループの主要な国内外の事業拠点において、自動車向け製

品を中心に需要が減少するなどの影響を受けております。 

新型コロナウイルス感染症は経済、企業活動に広範な影響を与える事象であり、また、今後の広がり方や収束時期

等を予想することは困難なことから、当事業年度末時点で入手可能な外部の情報等を踏まえて、今後、2022年３月期

の一定期間にわたり当該影響が継続するものの、徐々に収束していくとの仮定のもと、繰延税金資産の回収可能性の

判断や減損損失の判定等に関する会計上の見積りを行っております。 
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（連結貸借対照表関係）

 １ 有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（2020年３月31日） 
当連結会計年度 

（2021年３月31日） 

減価償却累計額 1,373,252百万円 1,388,335百万円 

 

 ２ 保証債務 

   連結会社以外の会社及び従業員の銀行からの借入等に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（2020年３月31日）

当連結会計年度
（2021年３月31日）

シミルコファイナンス社 6,983百万円 シミルコファイナンス社 3,545百万円 

株式会社コベルコマテリアル銅管 2,065 株式会社コベルコマテリアル銅管 2,004

湯沢地熱株式会社 1,943 湯沢地熱株式会社 1,759

ジェコ２社 1,550 カッパーマウンテンマイン社 1,605

ニューエナジーふじみ野株式会社 1,300 ジェコ２社 1,185

カッパーマウンテンマイン社 1,020 従業員 1,981

従業員 2,107 その他（９社） 1,288

その他（10社） 1,028    

計 18,001 計 13,371
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 ３ 偶発債務 

（インドネシア国税務に関する件） 

前連結会計年度（2020年３月31日） 

 当社の連結子会社であるインドネシア・カパー・スメルティング社（以下「ＰＴＳ社」）は、2014年12月30日付

で、インドネシア国税当局より、ＰＴＳ社の2009年12月期の売上取引価格等に関し、47百万米ドル（前連結会計年度

末日レートでの円換算額5,209百万円）の更正通知を受け取りました。また、ＰＴＳ社は、2015年１月28日付で追徴

額の一部である14百万米ドル（同円換算額1,523百万円）を仮納付しております。 

 しかしながら、インドネシア国税当局の指摘は、当局が抽出した企業との利益率の比較により売上高過少とする著

しく合理性を欠く見解であり、当社及びＰＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、ＰＴＳ

社は2015年３月25日にインドネシア国税当局に対して異議申立書の提出を行っておりました。 

 ＰＴＳ社が2015年３月25日に提出した異議申立書は、インドネシア国税当局より2016年３月16日付で棄却されまし

た。そのため、ＰＴＳ社は2016年６月６日に税務裁判所へ提訴し、当社及びＰＴＳ社の見解の正当性を主張しており

ましたが、2020年１月30日付判決により提訴は棄却されました。これに伴い、2020年３月23日付で納付不足額33百万

米ドル（同円換算額3,685百万円）、2020年４月24日付で課徴金33百万米ドル（同円換算額3,685百万円）をそれぞれ

納付しております。しかしながら、当社及びＰＴＳ社にとって税務裁判所が下した判決は承服できる内容ではないこ

とから、ＰＴＳ社は2020年６月８日に最高裁判所へ上告し、当社及びＰＴＳ社の見解の正当性を主張しております。 

 またＰＴＳ社は、2017年11月29日付で、インドネシア国税当局より、ＰＴＳ社の2012年12月期のヘッジ取引損益の

計上等に関し、22百万米ドル（同円換算額2,484百万円）の更正通知を受け取りました。また、ＰＴＳ社は、2017年

12月27日付で追徴額の一部である６百万米ドル（同円換算額685百万円）を仮納付しております。 

 しかしながら、インドネシア国税当局の指摘は、ＰＴＳ社のヘッジ取引損益の計上等を一方的に否認する見解であ

り、当社及びＰＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、ＰＴＳ社は2018年２月27日にイン

ドネシア国税当局に対して異議申立書の提出を行っておりました。 

 ＰＴＳ社が2018年２月27日に提出した異議申立書は、インドネシア国税当局より2019年２月25日付で棄却されまし

た。そのため、ＰＴＳ社は2019年５月17日に税務裁判所へ提訴し、当社及びＰＴＳ社の見解の正当性を主張しており

ます。 

 またＰＴＳ社は、2018年12月５日付で、インドネシア国税当局より、ＰＴＳ社の2014年12月期のヘッジ取引損益の

計上等に関し、15百万米ドル（同円換算額1,655百万円）の更正通知を受け取りました。また、ＰＴＳ社は、2018年

12月27日付で追徴額の一部である５百万米ドル（同円換算額638百万円）を仮納付しております。 

 しかしながら、インドネシア国税当局の指摘は、ＰＴＳ社のヘッジ取引損益の計上等を一方的に否認する見解であ

り、当社及びＰＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、ＰＴＳ社は2019年２月27日にイン

ドネシア国税当局に対して異議申立書の提出を行っておりました。 

 ＰＴＳ社が2019年２月27日に提出した異議申立書に対し、インドネシア国税当局より2020年１月20日付で決定通知

を受領し、９百万米ドル（同円換算額1,020百万円）については、ＰＴＳ社の異議申立が認められました。異議申立

が棄却されたうち４百万米ドル（同円換算額515百万円）については、今後ＰＴＳ社は税務裁判所に提訴することと

しております。 

 なお、前連結会計年度末日において、ＰＴＳ社が内容を争っている追徴額は、上記の年度に加え、2011年12月期、

2013年12月期、2015年12月期、2016年12月期及び2018年12月期分を含めて、総額125百万米ドル（同円換算額13,669

百万円）であります。なお、異議申立や税務裁判の結果により、一部、課徴金が課される場合があります。 

 

当連結会計年度（2021年３月31日） 

 当社の連結子会社であるインドネシア・カパー・スメルティング社（以下「ＰＴＳ社」）は、2014年12月30日付

で、インドネシア国税当局より、ＰＴＳ社の2009年12月期の売上取引価格等に関し、47百万米ドル（当連結会計年度

末日レートでの円換算額5,299百万円）の更正通知を受け取りました。また、ＰＴＳ社は、2015年１月28日付で追徴

額の一部である14百万米ドル（同円換算額1,549百万円）を仮納付しております。 

 しかしながら、インドネシア国税当局の指摘は、当局が抽出した企業との利益率の比較により売上高過少とする著

しく合理性を欠く見解であり、当社及びＰＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、ＰＴＳ

社は2015年３月25日にインドネシア国税当局に対して異議申立書の提出を行っておりました。 

 ＰＴＳ社が2015年３月25日に提出した異議申立書は、インドネシア国税当局より2016年３月16日付で棄却されまし

た。そのため、ＰＴＳ社は2016年６月６日に税務裁判所へ提訴し、当社及びＰＴＳ社の見解の正当性を主張しており

ましたが、2020年１月30日付判決により提訴は棄却されました。これに伴い、2020年３月23日付で納付不足額33百万

米ドル（同円換算額3,749百万円）、2020年４月24日付で課徴金33百万米ドル（同円換算額3,749百万円）をそれぞれ

納付しております。しかしながら、当社及びＰＴＳ社にとって税務裁判所が下した判決は承服できる内容ではないこ

とから、ＰＴＳ社は2020年６月８日に最高裁判所へ上告し、当社及びＰＴＳ社の見解の正当性を主張しておりまし

た。最高裁判所は、2021年２月17日付で税務裁判所判決を取り消す決定を行いました。これに伴い、ＰＴＳ社は2021
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年４月16日付で、税務裁判所より更正税額を取り消す決定通知を受け取りました。今後ＰＴＳ社は、納付した税金等

について返還請求の手続きを進めることとしております。 

 またＰＴＳ社は、2017年11月29日付で、インドネシア国税当局より、ＰＴＳ社の2012年12月期のヘッジ取引損益の

計上等に関し、22百万米ドル（同円換算額2,527百万円）の更正通知を受け取りました。また、ＰＴＳ社は、2017年

12月27日付で追徴額の一部である６百万米ドル（同円換算額697百万円）を仮納付しております。 

 しかしながら、インドネシア国税当局の指摘は、ＰＴＳ社のヘッジ取引損益の計上等を一方的に否認する見解であ

り、当社及びＰＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、ＰＴＳ社は2018年２月27日にイン

ドネシア国税当局に対して異議申立書の提出を行っておりました。 

 ＰＴＳ社が2018年２月27日に提出した異議申立書は、インドネシア国税当局より2019年２月25日付で棄却されまし

た。そのため、ＰＴＳ社は2019年５月17日に税務裁判所へ提訴し、当社及びＰＴＳ社の見解の正当性を主張しており

ました。ＰＴＳ社の提訴に対し、税務裁判所は2020年12月16日付判決により、14百万米ドル（同円換算額1,599百万

円）については、ＰＴＳ社の主張を認めました。提訴が棄却された7百万米ドル（同円換算額871百万円）とその課徴

金2百万米ドル（同円換算額228百万円）について、ＰＴＳ社は2021年３月18日に最高裁判所へ上告し、当社及びＰＴ

Ｓ社の見解の正当性を主張しております。 

 またＰＴＳ社は、2018年12月５日付で、インドネシア国税当局より、ＰＴＳ社の2014年12月期のヘッジ取引損益の

計上等に関し、15百万米ドル（同円換算額1,684百万円）の更正通知を受け取りました。また、ＰＴＳ社は、2018年

12月27日付で追徴額の一部である５百万米ドル（同円換算額649百万円）を仮納付しております。 

 しかしながら、インドネシア国税当局の指摘は、ＰＴＳ社のヘッジ取引損益の計上等を一方的に否認する見解であ

り、当社及びＰＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、ＰＴＳ社は2019年２月27日にイン

ドネシア国税当局に対して異議申立書の提出を行っておりました。 

 ＰＴＳ社が2019年２月27日に提出した異議申立書に対し、インドネシア国税当局より2020年１月20日付で決定通知

を受領し、９百万米ドル（同円換算額1,038百万円）については、ＰＴＳ社の異議申立が認められました。異議申立

が棄却されたうち４百万米ドル（同円換算額524百万円）について、ＰＴＳ社は2020年７月７日に税務裁判所へ提訴

し、当社及びＰＴＳ社の見解の正当性を主張しております。 

 なお、当連結会計年度末日において、ＰＴＳ社が内容を争っている追徴額は、上記の年度に加え、2011年12月期、

2016年12月期及び2018年12月期分を含めて、総額30百万米ドル（同円換算額3,421百万円）であります。なお、異議

申立や税務裁判の結果により、一部、課徴金が課される場合があります。 

 

  ４ 受取手形割引高等 

 
前連結会計年度 

（2020年３月31日） 
当連結会計年度 

（2021年３月31日） 

受取手形割引高 91百万円 54百万円 

受取手形裏書譲渡高 0 －

債権流動化による遡及義務 3,076 3,703
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 ５ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当連結会計年度

（2021年３月31日）

現金及び預金 25,683百万円 27,622百万円 

受取手形及び売掛金 11,378 8,717

商品及び製品 4,672 10,625

仕掛品 18,416 23,989

原材料及び貯蔵品 15,003 20,356

有形固定資産（注１) 10,696 12,441

投資有価証券 5,078 6,099

計 90,931 109,852

 

 担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当連結会計年度

（2021年３月31日）

短期借入金（注１） 25,027百万円 25,354百万円 

長期借入金（注１） 1,150 940

(内１年内返済予定 410 140) 

その他債務（注１） 23 24

計 26,201 26,318

   （注１）財団抵当に供しているもの 

 資産名

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当連結会計年度

（2021年３月31日）

建物及び構築物（純額） 901百万円 1,261百万円 

機械装置及び運搬具（純額） 1,372 1,680

土地（純額） 7,641 7,641

その他有形固定資産 34 45

計 9,949 10,628

 

 上記に対応する債務

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当連結会計年度

（2021年３月31日）

長期借入金 1,150百万円 940百万円 

(内１年内返済予定 410 140) 

計 1,150 940
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 ６ 土地再評価差額金

  前連結会計年度（2020年３月31日） 

 当社及び連結子会社１社において、「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地

の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（2001年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価 

を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、これを控除した金額のう 

ち当社持分相当額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

   ・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行令」(1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に

           定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出する方法としましたが、一部については

           第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価額による方法を採用しております。

① 当社

・再評価を行った年月日

四日市工場  2000年３月31日

上記以外   2002年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△30,810百万円 

 

② 連結子会社１社

・再評価を行った年月日…2000年３月31日

 当連結会計年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っているため、差額を 

記載しておりません。 

 

  当連結会計年度（2021年３月31日） 

 当社及び連結子会社１社において、「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布法律第34号）及び「土地

の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（2001年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価 

を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に、これを控除した金額のう 

ち当社持分相当額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

   ・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行令」(1998年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に

           定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出する方法としましたが、一部については

           第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価額による方法を採用しております。

① 当社

・再評価を行った年月日

四日市工場  2000年３月31日

上記以外   2002年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額
△30,719百万円 

 

② 連結子会社１社

・再評価を行った年月日…2000年３月31日

 当連結会計年度末において、再評価を行った土地の時価が再評価後の帳簿価額を上回っているため、差額を 

記載しておりません。 
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（連結損益計算書関係）

 １ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれておりま

す。（△は戻入額）

前連結会計年度 
（自 2019年４月１日 

  至 2020年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 2020年４月１日 

  至 2021年３月31日） 

△1,586百万円 5,586百万円 

 

 ２ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額（△は戻入額）

前連結会計年度
（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

△31百万円 △0百万円

 

 ３ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（自 2019年４月１日 
  至 2020年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 2020年４月１日 

  至 2021年３月31日） 

運賃諸掛 30,184百万円 28,607百万円 

減価償却費 5,943 5,541

退職給付費用 2,950 3,632

役員退職慰労引当金繰入額 383 372

賞与引当金繰入額 9,433 9,414

給与手当 34,298 33,960

賃借料 6,576 6,303

研究開発費 10,881 11,127

 

 ４ 当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

  （資産のグルーピングの方法）

 当社グループは、報告セグメントを基礎に、主として製品群別を単位として資産をグルーピングしております。 

 また、遊休資産等については、個々の資産単位で区分しております。 

 なお、セグメントに与える影響は当該箇所に記載しております。 

 

  当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

   （減損損失を認識した資産グループの概要） 

用途 場所 種類
減損損失
（百万円）

 高機能製品用資産  三重県四日市市 ほか  機械装置及び建設仮勘定等 1,950

 加工事業用資産  新潟県新潟市 ほか  建設仮勘定及び機械装置等 1,304

 金属事業用資産  秋田県秋田市  建物及び機械装置等 32

 セメント事業用資産  大分県中津市  工具器具 0

 その他の事業用資産  静岡県裾野市 ほか  機械装置及び土地等 214

 遊休資産  栃木県那須郡 ほか  土地 30

合計     3,532
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   （減損損失の認識に至った経緯）

 事業用資産のうち、製品の市場価格の下落等により収益性が著しく悪化している資産グループ及び対象資産の市

場価格が著しく下落している資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額しております。また、遊休

資産等のうち、市場価格の下落等により回収可能価額が帳簿価額を下回るものについて、帳簿価額を回収可能価額

まで減額しております。当該事業用資産及び遊休資産等の帳簿価額の減少額を減損損失（3,532百万円）として特

別損失に計上しております。

・勘定科目毎の減損損失の内訳

建物247百万円、機械装置1,969百万円、建設仮勘定1,021百万円、工具器具162百万円、その他131百万円 

   （回収可能価額の算定方法）

 回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定をしております。正味売却価額については、その時価

の重要性が高いものについては不動産鑑定評価額、それ以外のものについては固定資産税評価額等から算定してお

ります。使用価値については、将来キャッシュ・フローを主として6.0％で割り引いて算定しております。 

 

 ５ 事業再編損失 

当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

 事業再編損失22,370百万円は、2020年12月４日に焼結事業を営む当社の連結子会社であった株式会社ダイヤメット

の株式及び同社に関連する債権をエンデバー・ユナイテッド２号投資事業有限責任組合へ譲渡したことに伴う投資有

価証券売却損や債権譲渡損等であります。 

 

- 45 -

三菱マテリアル㈱(5711)　2021年３月期　決算短信



（連結包括利益計算書関係）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

その他有価証券評価差額金：    

当期発生額 △30,881百万円 54,092百万円

組替調整額 △8,737 △26,419

税効果調整前 △39,618 27,673

税効果額 11,074 △8,059

その他有価証券評価差額金 △28,544 19,613

繰延ヘッジ損益：    

当期発生額 △13,430 △16,611

組替調整額 15,653 12,646

税効果調整前 2,222 △3,965

税効果額 △702 1,122

繰延ヘッジ損益 1,520 △2,843

為替換算調整勘定：    

当期発生額 △7,700 5,758

組替調整額 － －

税効果調整前 △7,700 5,758

税効果額 － －

為替換算調整勘定 △7,700 5,758

退職給付に係る調整額：    

当期発生額 △7,874 11,033

組替調整額 1,244 2,496

税効果調整前 △6,629 13,529

税効果額 △2,633 △3,159

退職給付に係る調整額 △9,263 10,369

持分法適用会社に対する持分相当額：    

当期発生額 △936 △596

組替調整額 206 1,748

持分法適用会社に対する持分相当額 △729 1,152

その他の包括利益合計 △44,718 34,050
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（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自  2020年４月１日  至  2021年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

当連結会計年度

期首株式数 

（株）

当連結会計年度 

増加株式数 

（株）

当連結会計年度 

減少株式数 

（株）

当連結会計年度末 

株式数 

（株）

 発行済株式        

     普通株式 131,489,535 － － 131,489,535

         合計 131,489,535 － － 131,489,535

 自己株式        

     普通株式 （注）１，２，３ 550,160 287,330 886 836,604

         合計 550,160 287,330 886 836,604

（注）１．普通株式の自己株式の株式数には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式が274,700株含まれております。

２．当連結会計年度増加自己株式数の内訳 

単元未満株式の買取による増加       12,630株

役員報酬BIP信託による当社株式の取得   274,700株 

３．当連結会計年度減少自己株式数の内訳 

単元未満株式の買増請求による減少      886株

 

２．配当に関する事項

（１）配当金支払額

 

（決議）

 

株式の種類
配当金の総額 

（百万円）

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日

 
2020年５月27日

取締役会
 

普通株式 5,237 40.0 2020年３月31日 2020年６月16日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 

（決議）

 

株式の種類
配当金の総額 

（百万円）
配当の原資

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日

 
2021年５月14日 

取締役会
 

普通株式 6,546 利益剰余金 50.0 2021年３月31日 2021年６月９日

（注）2021年５月14日開催の取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が所有する当社株式に対する配

   当金13百万円が含まれております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自  2019年４月１日
至  2020年３月31日）

当連結会計年度
（自  2020年４月１日
至  2021年３月31日）

現金及び預金勘定 134,444百万円 153,086百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △6,974  △5,374 

拘束性預金 △186  △178 

現金及び現金同等物 127,284  147,533 

 

 ※２ 当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

 株式の売却により、株式会社ダイヤメット、株式会社ピーエムテクノ、Diamet Klang(Malaysia)Sdn. Bhd.及び

広東達宜明粉末冶金有限公司が連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の内訳並びに株式の売却

価額と子会社株式の売却による支出（純額）は次のとおりであります。

 

流動資産 13,501百万円

固定資産 8,247 

流動負債 △39,244 

固定負債 △601 

その他 △40 

事業再編損失 △22,370 

株式の売却価額 0 

現金及び現金同等物 △4,217 

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 △44,725 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

 当社は、社内カンパニー制度を導入しており、各カンパニー及び事業部・室は、取り扱う製品・サービスについ

て国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

 したがって、当社は、社内カンパニーを基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「高機

能製品」、「加工事業」、「金属事業」、「セメント事業」、「環境・エネルギー事業」の５つを報告セグメント

としております。

 

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

  各事業の主要製品は次のとおりであります。

① 高機能製品       銅加工品、電子材料

② 加工事業        超硬製品、焼結製品

③ 金属事業        銅製錬（銅、金、銀、硫酸等） 

④ セメント事業      セメント、骨材、生コンクリート、コンクリート製品 

⑤ 環境・エネルギー事業  エネルギー、環境リサイクル

 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

  報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

  報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。

  セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

  当社は、2020年４月１日に実施した組織再編に伴い、報告セグメントを変更しました。

  これは、「その他の事業」に属していたエネルギーや環境リサイクル関連に関する事業を「環境・エネルギー事

業」とし、「高機能製品」に属していたアルミに関する事業を「その他の事業」に区分したものであります。 

  また、「その他の事業」に含んでおりましたセメントの販売に関連する事業を「セメント事業」に移管しており

ます。

  加えて、報告セグメントごとの業績をより適切に評価管理するために、当社の共通コストの配賦方法を見直し、

報告セグメントの利益又は損失の算定方法の変更を行っております。

  なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分及び算定方法に基づき作成したもの

を開示しております。
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４．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

                （単位：百万円） 

 
高機能 
製 品 

加工 
事 業 

金属 
事 業 

セメント 
事 業 

環境・エネ
ルギー事業 

その他 
の事業 

計 調整額 
連結 

財務諸表 
計上額 

売上高                  

(1）外部顧客への売上

高 
363,101 138,396 504,380 244,180 26,562 239,480 1,516,100 － 1,516,100 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

12,282 11,878 160,634 3,329 526 45,811 234,464 △234,464 － 

計 375,384 150,275 665,015 247,510 27,088 285,291 1,750,565 △234,464 1,516,100 

セグメント利益 4,412 6,200 27,497 15,270 3,116 1,281 57,779 △8,168 49,610 

セグメント資産 370,482 210,092 598,106 340,527 41,068 217,629 1,777,906 126,143 1,904,050 

セグメント負債 317,256 141,155 434,815 118,635 39,582 194,026 1,245,472 72,544 1,318,016 

その他の項目                  

減価償却費 10,680 13,085 13,132 13,642 1,373 9,148 61,062 3,145 64,208 

のれんの償却 406 1,220 － 2,819 － 1 4,449 － 4,449 

受取利息 410 146 819 70 24 208 1,680 △377 1,302 

支払利息 1,654 944 1,879 584 100 759 5,922 △1,064 4,858 

持分法による投資利

益又は損失（△） 
527 － 145 1,407 1,471 △31 3,521 △0 3,521 

持分法適用会社への

投資額 
8,821 － 3,704 23,507 8,741 333 45,108 △152 44,956 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
20,510 18,558 14,602 16,892 3,977 11,021 85,562 2,481 88,043 

（注）１．その他の事業には、アルミ関連、エンジニアリング関連等を含んでおります。

      ２．セグメント利益の調整額△8,168百万円には、セグメント間取引消去△100百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△8,068百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費、基礎的試験研究費及び金融収支であります。

      ３．セグメント資産の調整額126,143百万円には、セグメント間取引消去△47,135百万円、各報告セグメントに

配分していない全社資産173,279百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しな

い管理部門に係る資産及び基礎的試験研究に係る資産であります。

      ４．セグメント負債の調整額72,544百万円には、セグメント間取引消去△38,025百万円、各報告セグメントに配

分していない全社負債110,569百万円が含まれております。全社負債は、主に報告セグメントに帰属しない

管理部門に係る負債及び基礎的試験研究に係る負債であります。

      ５．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額2,481百万円は、主に中央研究所の設備投資額でありま

す。

      ６．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

- 50 -

三菱マテリアル㈱(5711)　2021年３月期　決算短信



当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

                （単位：百万円） 

 
高機能 
製 品 

加工 
事 業 

金属 
事 業 

セメント 
事 業 

環境・エネ
ルギー事業 

その他 
の事業 

計 調整額 
連結 

財務諸表 
計上額 

売上高                  

(1）外部顧客への売上

高 
344,549 111,871 570,276 213,203 25,634 219,585 1,485,121 － 1,485,121 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

12,568 7,522 158,013 2,639 597 47,142 228,484 △228,484 － 

計 357,118 119,393 728,290 215,843 26,231 266,728 1,713,605 △228,484 1,485,121 

セグメント利益又は損

失（△） 
6,191 △768 32,928 6,182 3,121 9,370 57,026 △12,498 44,527 

セグメント資産 407,980 197,722 720,724 350,355 48,484 208,100 1,933,368 102,178 2,035,546 

セグメント負債 335,684 167,415 545,882 122,559 44,757 182,863 1,399,164 21,987 1,421,151 

その他の項目                  

減価償却費 10,583 11,653 13,815 14,410 1,539 6,901 58,903 3,059 61,962 

のれんの償却 406 1,213 － 2,750 － 4 4,374 － 4,374 

受取利息 241 99 550 29 25 252 1,198 △354 843 

支払利息 1,427 866 1,601 402 134 773 5,205 △788 4,416 

持分法による投資利

益又は損失（△） 
441 － 574 2,282 1,450 △55 4,692 △0 4,692 

持分法適用会社への

投資額 
10,233 － 34,389 25,519 10,864 416 81,425 △170 81,254 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
16,372 9,510 18,344 17,995 4,754 10,476 77,452 4,066 81,519 

（注）１．その他の事業には、アルミ関連、エンジニアリング関連等を含んでおります。

      ２．セグメント利益の調整額△12,498百万円には、セグメント間取引消去４百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△12,503百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費、基礎的試験研究費及び金融収支であります。

      ３．セグメント資産の調整額102,178百万円には、セグメント間取引消去△53,463百万円、各報告セグメントに

配分していない全社資産155,642百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しな

い管理部門に係る資産及び基礎的試験研究に係る資産であります。

      ４．セグメント負債の調整額21,987百万円には、セグメント間取引消去△50,788百万円、各報告セグメントに配

分していない全社負債72,775百万円が含まれております。全社負債は、主に報告セグメントに帰属しない管

理部門に係る負債及び基礎的試験研究に係る負債であります。

      ５．有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額4,066百万円は、主に中央研究所の設備投資額でありま

す。

      ６．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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【関連情報】 

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

 

１．製品及びサービスごとの情報

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

                                                                       （単位：百万円）

日本 米国 欧州 アジア その他 合計

842,261 156,444 146,924 350,225 20,246 1,516,100

 

(2) 有形固定資産

                                                                       （単位：百万円）

日本 米国 欧州 アジア その他 合計

511,479 83,641 10,853 51,855 1,468 659,298

１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．米国以外の区分に属する主な国又は地域

(1）欧州 … ドイツ、イギリス、スペイン、フランス、フィンランド

(2）アジア … インドネシア、韓国、マレーシア、シンガポール、中国、台湾、香港、タイ

(3）その他 … オーストラリア、カナダ、ブラジル

 

３．主要な顧客ごとの情報 

  連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客が存在しないため記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

 

１．製品及びサービスごとの情報

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

                                                                       （単位：百万円）

日本 米国 欧州 アジア その他 合計

810,298 137,136 136,305 384,548 16,832 1,485,121

 

(2) 有形固定資産

                                                                       （単位：百万円）

日本 米国 欧州 アジア その他 合計

517,545 84,873 11,485 49,686 1,811 665,402

１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．米国以外の区分に属する主な国又は地域

(1）欧州 … ドイツ、イギリス、スペイン、フランス、フィンランド

(2）アジア … インドネシア、韓国、マレーシア、シンガポール、中国、台湾、香港、タイ

(3）その他 … オーストラリア、カナダ、ブラジル

 

３．主要な顧客ごとの情報 

  連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客が存在しないため記載を省略しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

                （単位：百万円） 

 
高機能 
製 品 

加工 
事 業 

金属 
事 業 

セメント 
事 業 

環境・エネ
ルギー事業 

その他 
の事業 

計 
全社・ 
消去 

合計 

減損損失 11,923 21,122 － 20 0 21,938 55,005 90 55,095 

（注）減損損失の調整額90百万円は、主に遊休資産の減損であります。

 

当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

                （単位：百万円） 

 
高機能 
製 品 

加工 
事 業 

金属 
事 業 

セメント 
事 業 

環境・エネ
ルギー事業 

その他 
の事業 

計 
全社・ 
消去 

合計 

減損損失 1,971 1,304 32 3 1 213 3,526 6 3,532 

（注）減損損失の調整額６百万円は、主に遊休資産の減損であります。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）

                （単位：百万円） 

 
高機能 
製 品 

加工 
事 業 

金属 
事 業 

セメント 
事 業 

環境・エネ
ルギー事業 

その他 
の事業 計 

全社・ 
消去 合計 

当期償却額 406 1,220 － 2,819 － 1 4,449 － 4,449 

当期末残高 7,081 6,077 － 22,425 － 1 35,586 － 35,586 

 

  なお、2010年４月１日前に行われた企業結合等により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下のと

おりであります。

                （単位：百万円） 

 
高機能 
製 品 

加工 
事 業 

金属 
事 業 

セメント 
事 業 

環境・エネ
ルギー事業 

その他 
の事業 計 

全社・ 
消去 合計 

当期償却額 － － － － － － － － － 

当期末残高 2,221 － － － － － 2,221 － 2,221 

 

当連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

                （単位：百万円） 

 
高機能 
製 品 

加工 
事 業 

金属 
事 業 

セメント 
事 業 

環境・エネ
ルギー事業 

その他 
の事業 

計 全社・ 
消去 

合計 

当期償却額 406 1,213 － 2,750 － 4 4,374 － 4,374 

当期末残高 6,912 4,809 － 19,943 － 5 31,670 － 31,670 

 

  なお、2010年４月１日前に行われた企業結合等により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高は、以下のと

おりであります。

                （単位：百万円） 

 
高機能 
製 品 

加工 
事 業 

金属 
事 業 

セメント 
事 業 

環境・エネ
ルギー事業 

その他 
の事業 

計 全社・ 
消去 

合計 

当期償却額 － － － － － － － － － 

当期末残高 2,221 － － － － － 2,221 － 2,221 
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（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

１株当たり純資産額 3,870.35円 4,173.14円

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損

失（△）
△556.34円 186.71円

（注）１．役員報酬BIP信託が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する

自己株式に含めております。自己株式の期末株式数は当連結会計年度836千株であり、このうち役員報酬BIP

信託が保有する当社株式の期末株式数は当連結会計年度274千株であります。

２．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度

（自 2019年４月１日
至 2020年３月31日）

当連結会計年度
（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損

失
   

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社

株主に帰属する当期純損失（△）（百万円）
          △72,850            24,407

普通株主に帰属しない金額（百万円）             －             －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期

純利益又は親会社株主に帰属する当期純損失

（△）（百万円）

          △72,850            24,407

期中平均株式数（千株）           130,945           130,723

（注）役員報酬BIP信託が保有する当社株式を、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上、期中平均

株式数の計算において控除する自己株式に含めております。自己株式の期中平均株式数は当連結会計年度765千

株であり、このうち役員報酬BIP信託が保有する当社株式の期中平均株式数は当連結会計年度211千株でありま

す。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

- 54 -

三菱マテリアル㈱(5711)　2021年３月期　決算短信



６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(2020年３月31日) 
当事業年度 

(2021年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 54,630 65,633 

受取手形 2,235 12,313 

売掛金 70,884 95,301 

商品及び製品 50,824 60,075 

仕掛品 53,074 75,975 

原材料及び貯蔵品 56,318 67,321 

前渡金 18,795 25,156 

前払費用 1,241 1,824 

短期貸付金 5,476 6,278 

未収入金 17,698 15,536 

貸付け金地金 95,557 156,254 

保管金地金 88,125 69,778 

その他 21,264 12,920 

貸倒引当金 △389 △441 

流動資産合計 535,738 663,931 

固定資産    

有形固定資産    

建物 55,582 61,148 

構築物 32,182 34,388 

機械及び装置 72,922 89,781 

船舶 0 2 

車両運搬具 101 221 

工具、器具及び備品 3,057 4,467 

土地 118,756 133,296 

リース資産 804 788 

建設仮勘定 12,197 15,313 

立木 1,080 1,076 

有形固定資産合計 296,685 340,484 

無形固定資産    

鉱業権 399 388 

ソフトウエア 1,702 1,683 

リース資産 35 19 

その他 247 237 

無形固定資産合計 2,384 2,328 

投資その他の資産    

投資有価証券 117,154 119,560 

関係会社株式 290,525 322,817 

関係会社社債 4 4 

出資金 66 66 

関係会社出資金 2,186 2,659 

長期貸付金 4 3 

関係会社長期貸付金 63,789 32,186 

前払年金費用 2,443 4,049 

その他 4,060 6,792 

投資損失引当金 △83 △83 

貸倒引当金 △33,418 △4,098 

投資その他の資産合計 446,734 483,960 

固定資産合計 745,804 826,773 

資産合計 1,281,542 1,490,704 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(2020年３月31日) 
当事業年度 

(2021年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 995 1,409 

買掛金 32,984 52,513 

短期借入金 84,868 98,481 

コマーシャル・ペーパー 50,000 40,000 

１年内償還予定の社債 － 20,000 

リース債務 245 241 

未払金 12,713 8,417 

未払費用 24,425 33,697 

未払法人税等 3,602 493 

前受金 2,076 3,623 

未成工事受入金 9,892 8,972 

前受収益 196 214 

賞与引当金 4,794 5,755 

従業員預り金 8,696 9,053 

設備関係支払手形 335 719 

設備関係未払金 10,165 12,977 

資産除去債務 － 173 

預り金地金 294,312 323,505 

その他 5,235 11,432 

流動負債合計 545,541 631,684 

固定負債    

社債 60,000 40,000 

長期借入金 194,190 310,853 

リース債務 646 567 

繰延税金負債 12,553 23,216 

再評価に係る繰延税金負債 20,546 20,126 

退職給付引当金 10,609 13,018 

関係会社事業損失引当金 687 509 

環境対策引当金 32,581 26,555 

事業再編損失引当金 17,466 － 

株式給付引当金 － 220 

資産除去債務 458 464 

受入保証金 4,592 4,677 

その他 2,977 5,714 

固定負債合計 357,311 445,923 

負債合計 902,852 1,077,607 
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    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(2020年３月31日) 
当事業年度 

(2021年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 119,457 119,457 

資本剰余金    

資本準備金 85,654 85,654 

その他資本剰余金 27,345 27,344 

資本剰余金合計 113,000 112,998 

利益剰余金    

その他利益剰余金    

探鉱積立金 1 1 

繰越利益剰余金 99,372 116,357 

利益剰余金合計 99,374 116,358 

自己株式 △2,150 △2,861 

株主資本合計 329,682 345,954 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 22,035 42,299 

繰延ヘッジ損益 329 △839 

土地再評価差額金 26,643 25,682 

評価・換算差額等合計 49,008 67,142 

純資産合計 378,690 413,096 

負債純資産合計 1,281,542 1,490,704 
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（２）損益計算書

    (単位：百万円) 

 
前事業年度 

(自 2019年４月１日 
 至 2020年３月31日) 

当事業年度 
(自 2020年４月１日 

 至 2021年３月31日) 

売上高 802,655 868,053 

売上原価 752,186 816,389 

売上総利益 50,468 51,664 

販売費及び一般管理費 51,114 56,487 

営業損失（△） △645 △4,822 

営業外収益    

受取利息 688 696 

受取配当金 42,676 24,792 

固定資産賃貸料 4,937 4,826 

その他 1,196 3,609 

営業外収益合計 49,499 33,925 

営業外費用    

支払利息 1,836 2,103 

鉱山残務整理費用 3,776 3,582 

固定資産賃貸費用 3,169 3,158 

固定資産除却損 2,025 3,056 

貸倒引当金繰入額 18,286 － 

その他 2,526 2,002 

営業外費用合計 31,620 13,903 

経常利益 17,233 15,199 

特別利益    

投資有価証券売却益 12,570 26,569 

抱合せ株式消滅差益 － 8,304 

その他 416 94 

特別利益合計 12,986 34,968 

特別損失    

事業再編損失 － 25,512 

減損損失 27,420 2,557 

関係会社株式評価損 16,154 672 

事業再編損失引当金繰入額 17,466 － 

その他 5,724 2,073 

特別損失合計 66,765 30,815 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △36,544 19,351 

法人税、住民税及び事業税 4,132 244 

法人税等調整額 9,251 △2,153 

法人税等合計 13,384 △1,908 

当期純利益又は当期純損失（△） △49,929 21,260 

 

- 58 -

三菱マテリアル㈱(5711)　2021年３月期　決算短信



（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日） 

              (単位：百万円) 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 
 

資本準備金 
その他資本 

剰余金 
資本剰余金 

合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計  
探鉱 

積立金 
繰越利益 
剰余金 

当期首残高 119,457 85,654 27,346 113,000 13 158,309 158,323 △2,116 388,664 

当期変動額                  

任意積立金の積立         1 △1 －   － 

任意積立金の取崩         △13 13 －   － 

剰余金の配当           △10,476 △10,476   △10,476 

当期純利益又は当期純損
失（△）           △49,929 △49,929   △49,929 

土地再評価差額金の取崩           1,456 1,456   1,456 

自己株式の取得               △34 △34 

自己株式の処分     △0 △0       0 0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）                  

当期変動額合計 － － △0 △0 △12 △58,936 △58,948 △33 △58,982 

当期末残高 119,457 85,654 27,345 113,000 1 99,372 99,374 △2,150 329,682 

 

           

  評価・換算差額等 

純資産合計 
 

その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 47,354 △257 28,099 75,197 463,862 

当期変動額          

任意積立金の積立         － 

任意積立金の取崩         － 

剰余金の配当         △10,476 

当期純利益又は当期純損
失（△）         △49,929 

土地再評価差額金の取崩         1,456 

自己株式の取得         △34 

自己株式の処分         0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） △25,319 586 △1,456 △26,189 △26,189 

当期変動額合計 △25,319 586 △1,456 △26,189 △85,171 

当期末残高 22,035 329 26,643 49,008 378,690 
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当事業年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日） 

              (単位：百万円) 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 
 

資本準備金 その他資本 
剰余金 

資本剰余金 
合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計  
探鉱 

積立金 
繰越利益 
剰余金 

当期首残高 119,457 85,654 27,345 113,000 1 99,372 99,374 △2,150 329,682 

当期変動額                  

任意積立金の積立         1 △1 －   － 

任意積立金の取崩         △1 1 －   － 

剰余金の配当           △5,237 △5,237   △5,237 

当期純利益又は当期純損
失（△）           21,260 21,260   21,260 

土地再評価差額金の取崩           961 961   961 

自己株式の取得               △713 △713 

自己株式の処分     △1 △1       3 2 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）                  

当期変動額合計 － － △1 △1 △0 16,984 16,984 △710 16,272 

当期末残高 119,457 85,654 27,344 112,998 1 116,357 116,358 △2,861 345,954 

 

           

  評価・換算差額等 

純資産合計 
 

その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 22,035 329 26,643 49,008 378,690 

当期変動額          

任意積立金の積立         － 

任意積立金の取崩         － 

剰余金の配当         △5,237 

当期純利益又は当期純損
失（△）         21,260 

土地再評価差額金の取崩         961 

自己株式の取得         △713 

自己株式の処分         2 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

20,264 △1,169 △961 18,134 18,134 

当期変動額合計 20,264 △1,169 △961 18,134 34,406 

当期末残高 42,299 △839 25,682 67,142 413,096 
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